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議案第１号 
 

   泉南市副市長の選任について 

 
 次の者を泉南市副市長に選任したいので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１６２条の規定により議会の同意を

求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
 
 住  所  泉南市男里四丁目１３番１０号 
 氏  名  竹 中 勇 人（たけなか いさと） 
 生年月日  昭和２８年６月１日 
 職  業  地方公務員 
 
提案理由 
 奥平 薫氏が平成２５年３月３１日付けで泉南市副市長を辞任するので、後任として竹中勇人氏を最適任者と認め、新た
に選任したいので提案するものである。 
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議案第１号参考 
 
  竹中 勇人 氏 経歴 
 
 昭和５１年 ３月  関西大学工学部卒業 
 平成 ５年 ３月  近畿大学通信教育部法学部卒業 
 昭和５１年 ４月  泉南市採用 
 平成１５年 ４月  財務部課税課長 
 同 １５年１１月  総務部政策推進課長 
 同 ２０年 ４月  財務部次長 
 同 ２１年 ４月  市民生活環境部参与 
 同 ２２年 ４月  総務部長（現在に至る。） 
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議案第２号 
 

   泉南市教育委員会委員の任命について 

 
 次の者を泉南市教育委員会委員に任命したいので、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第４条第１項の規定により議会の同意を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
 
 住  所  泉南市新家２３９４番地 
 氏  名  太 田 淳 子（おおた じゅんこ） 
 生年月日  昭和４５年５月１９日 
 職  業  非常勤講師 
 
提案理由 
 平成２５年３月３１日をもって任期満了となる粂みきゑ氏の後任として、太田淳子氏を泉南市教育委員会委員として最適

任者と認め新たに任命したいので、提案するものである。 
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議案第２号参考 
 
  太田 淳子 氏 経歴 
 
平成 ４年 ３月  同志社女子大学学芸学部英文学科卒業 
同  ４年 ４月  和歌山英数学館予備校入社 
同  ６年 ９月  私立開智中学校英語講師 
同 １０年１０月  泉南市立泉南中学校臨時講師 
同 １７年 ６月  和泉学園非常勤講師（現在に至る。） 
同 ２２年 ４月  泉南市ＰＴＡ協議会副会長 
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議案第３号 
 

   人権擁護委員を推薦するための意見を求めるについて 

  
 次の者を人権擁護委員として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４年法律第１３９号）第６条第３項の規定に  

より議会の意見を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
 
住  所  泉南市信達市場３１番地の１６ 
氏  名  田 中 千 賀 子（たなか ちかこ） 
生年月日  昭和２７年 １月１１日 
職  業  無 職 
 
提案理由 
 現委員の藤田小夜子氏が、平成２５年９月３０日をもって任期満了となるため、同委員の後任の人権擁護委員として田中

千賀子氏を最適任者と認め新たに推薦したいので、意見を求めるものである。 
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議案第３号参考 
 
  田中 千賀子氏 経歴 
 
昭和４５年 ３月  島野工業株式会社（現（株）シマノ）入社 
同 ４８年１０月  帝塚山学院短期大学二部文学科卒業 
同 ５１年 ９月  島野工業株式会社（現（株）シマノ）退社 
平成１３年 ４月  泉南市 PTA協議会母親代表 
同 １４年 ４月  泉南市立信達中学校 PTA書記 
同 １５年 ４月  泉南市立信達中学校 PTA母親代表 
同 １７年 ４月  泉南市青少年指導員  
同 １９年１２月  泉南市民生主任児童委員（現在に至る。） 
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議案第４号 
 

泉南市総合計画の策定について 

 
 第５次泉南市総合計画基本構想及び基本計画を別冊のとおり策定したいので、泉南市自治基本条例（平成２４年泉南市条

例第２５号）第２４条第１項の規定により議会の議決を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
 
提案理由 
 政策資源を有効に活用して市政を総合的かつ計画的に運営するため、目標年次を平成３４年度とし、計画期間を平成２５

年度から概ね１０年間とする泉南市のめざすべき将来像やまちづくりの方向性を示す基本構想と構想実現のための方策を示

す基本計画を併せた第５次泉南市総合計画を策定するにつき、議会の議決を求めるものである。 
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議案第５号 
 

   市道路線の認定について 

 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の路線の認定について議会の議決を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
 
 認定路線 

起 点

終 点

樽井三丁目５４５-２７番地先

樽井三丁目５４５-４１番地先
mm 6.0

重要な経過地

m

路 線 名 道路の最大最小幅員

樽井南住宅内線

道路延長

220.8～6.0
 

15



 認定路線 樽井南住宅内線 

起点 

終点 

谷口池 

新池 

中之池 

樽井第二

老人集会場

場 

公園 

道 

公園 

道 
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議案第６号 
 

泉南市土地開発公社の解散について 

 
 泉南市土地開発公社を解散することについて、公有地の拡大の推進に関する法律（昭和４７年法律第６６号）第２２条第１

項の規定により、議会の議決を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 

泉南市長 向 井 通 彦 
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議案第７号 
 

第三セクター等改革推進債の起債に係る許可申請について 

 
 地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第３３条の５の７第１項第３号に規定する地方債について、次のとおり大阪府知

事に許可を申請するに当たり、同条第３項の規定により、次のとおり議会の議決を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 

泉南市長 向 井 通 彦 
 
１ 起債の目的 
   泉南市土地開発公社の解散に伴い必要となる債務保証に要する経費に充てるため。 
２ 起債の限度額 
   ６，６０７，９００千円 
３ 起債の方法 
   普通貸借（証書借入）又は証券発行 
４ 起債の利率 
   年６．０％以内（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資金及び地方公共団体金融機構資金について、利率の見

直しを行った後においては当該見直し後の率） 
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５ 償還方法 
   償還期限は３０年以内（据置期間なし）とし、償還方法は年賦又は半年賦、元利均等償還若しくは元金均等償還又は

満期一括償還とする。この条件の範囲内において、借入先に融資条件がある場合は、その条件に従うことができる。ま

た、財政の都合により、償還期限及び据置期間を短縮し、又は繰上償還若しくは低利に借り換えることができる。 
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議案第８号 
 

権利の放棄について 

 
 次の権利を放棄することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により、議会の

議決を求める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 

泉南市長 向 井 通 彦 
 
１ 権利放棄の相手方 
   泉南市樽井一丁目１番１号 
   泉南市土地開発公社 
   理事長 奥平 薫 
２ 権利の内容 
   市が泉南市土地開発公社のために各金融機関との間で履行する保証債務額６，６０７，９０９，６５２円のうち、代

物弁済として取得する土地の鑑定価格を控除した５，２８３，９５６，６５２円の債権 
３ 権利放棄の理由 
   泉南市土地開発公社の解散に当たり、回収不可能な債権を放棄するものである。 
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議案第９号 

  

阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の変更に係る協議について 

  

阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約（平成１１年泉南市告示第７２号）を別紙のとおり変更することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定により阪南市及び岬町と協議することにつき、同条第

３項において準用する同法第２５２条の２第３項本文の規定により議会の議決を求める。 

 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 阪南市泉南市岬町介護認定審査会の庶務を平成２５年度から阪南市が行うこととするため、阪南市泉南市岬町介護認定審

査会共同設置規約中の関係規定を変更する必要から、関係市町と協議するに当たり議会の議決を求めるものである。 

  

 

  

  

25



阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約 

  

阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約（平成１１年泉南市告示第７２号）の一部を次のように変更する。 

第５条第１項中「岬町長」を「阪南市長」に改め、同条第２項中「岬町長」を「阪南市長」に、「阪南市長」を「泉南市

長」に、「泉南市長」を「岬町長」に改める。 

第６条第２項中「阪南市」を「泉南市」に、「泉南市」を「岬町」に、「岬町」を「阪南市」に改める。 

第７条中「岬町」を「阪南市」に改める。 

第８条中「岬町長」を「阪南市長」に、「岬町議会」を「阪南市議会」に、「阪南市長」を「泉南市長」に、「泉南市

長」を「岬町長」に改める。 

第９条中「岬町」を「阪南市」に改める。 

第１０条第１項中「岬町」を「阪南市」に、「阪南市」を「泉南市」に、「泉南市」を「岬町」に改め、同条第２項中

「岬町」を「阪南市」に、「阪南市長」を「泉南市長」に、「泉南市長」を「岬町長」に改める。 

第１１条及び第１２条中「岬町」を「阪南市」に改める。 

附則第３項中「この規約」を「阪南市泉南市岬町介護認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約（平成２５年泉南市

告示第 号）の」に改め、同項第５号中「（昭和５３年阪南町規則第２号）」を「（平成１３年阪南市規則第８号）」に改

め、同項第６号を次のように改める。 

⑹ 阪南市文書管理規程（平成１３年阪南市規程第４号） 

附 則 

この規約は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第１０号 

 

   阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置規約の変更に係る協議について 

 

 阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置規約（平成１８年泉南市告示第４８号）を別紙のとおり変更すること

について、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２５２条の７第２項の規定により阪南市及び岬町と協議するにつき、

同条第３項において準用する同法第２５２条の２第３項本文の規定により議会の議決を求める。 

 

  平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会の庶務を平成２５年度から阪南市が行うこととするため、阪南市泉南市岬町障

害程度区分認定審査会共同設置規約中の関係規定を変更する必要から、関係市町と協議するに当たり議会の議決を求めるも

のである。 
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阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約 

  

阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置規約（平成１８年泉南市告示第４８号）の一部を次のように変更する。 

第１条中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に改める。 

第５条第１項中「岬町長」を「阪南市長」に改め、同条第２項中「岬町長」を「阪南市長」に、「阪南市長」を「泉南市

長」に、「泉南市長」を「岬町長」に改める。 

第６条第２項中「阪南市」を「泉南市」に、「泉南市」を「岬町」に、「岬町」を「阪南市」に改める。 

第７条中「岬町」を「阪南市」に改める。 

第８条中「岬町長」を「阪南市長」に、「岬町議会」を「阪南市議会」に、「阪南市長」を「泉南市長」に、「泉南市

長」を「岬町長」に改める。 

第９条中「岬町」を「阪南市」に改める。 

第１０条第１項中「岬町」を「阪南市」に、「阪南市」を「泉南市」に、「泉南市」を「岬町」に改め、同条第２項中

「岬町」を「阪南市」に、「阪南市長」を「泉南市長」に、「泉南市長」を「岬町長」に改める。 

第１１条及び第１２条中「岬町」を「阪南市」に改める。 

附則第２項中「この規約」を「阪南市泉南市岬町障害程度区分認定審査会共同設置規約の一部を変更する規約（平成２５

年泉南市告示第 号）」に改める。 

附 則 

この規約は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第１１号 

  

泉南市し尿処理場設置並びに管理条例の一部を改正する条例の制定について 

  

泉南市し尿処理場設置並びに管理条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第１０５

号）により、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）が改正され、市が設置するし尿処理施設に

置かれる技術管理者が有すべき資格について定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市し尿処理場設置並びに管理条例の一部を改正する条例 

  

泉南市し尿処理場設置並びに管理条例（昭和３９泉南市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

第１１条を第１２条とし、第１０条の次に次の１条を加える。 

（技術管理者の資格） 

第１１条 第２条の処理施設に置く技術管理者に係る資格は、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

⑴ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第２条第１項に規定する技術士（化学部門、上下水道部門又は衛生工学部門

に係る第二次試験に合格した者に限る。） 

⑵ 技術士法第２条第１項に規定する技術士（前号に該当する者を除く。）であって、１年以上廃棄物の処理に関する

技術上の実務に従事した経験を有するもの 

⑶ ２年以上廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第２０条に規定する環境衛生指導員の

職にあった者 

⑷ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に基づく大学（短期大学を除く。次号において同じ。）又は旧大学令（大

正７年勅令第３８８号）に基づく大学の理学、薬学、工学若しくは農学の課程において衛生工学（旧大学令に基づく

大学にあっては、土木工学。次号において同じ。）若しくは化学工学に関する科目を修めて卒業した後、２年以上廃

棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑸ 学校教育法に基づく大学又は旧大学令に基づく大学の理学、薬学、工学、農学若しくはこれらに相当する課程にお

いて衛生工学若しくは化学工学に関する科目以外の科目を修めて卒業した後、３年以上廃棄物の処理に関する技術上
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の実務に従事した経験を有する者 

⑹ 学校教育法に基づく短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校令（明治３６年勅令第６１号）に基づく専門学

校の理学、薬学、工学、農学若しくはこれらに相当する課程において衛生工学（旧専門学校令に基づく専門学校にあ

っては、土木工学。次号において同じ。）若しくは化学工学に関する科目を修めて卒業した後、４年以上廃棄物の処

理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑺ 学校教育法に基づく短期大学若しくは高等専門学校又は旧専門学校令に基づく専門学校の理学、薬学、工学、農学

若しくはこれらに相当する課程において衛生工学若しくは化学工学に関する科目以外の科目を修めて卒業した後、５

年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑻ 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和１８年勅令第３６号）に基づく中等学

校において土木科、化学科若しくはこれらに相当する学科を修めて卒業した後、６年以上廃棄物の処理に関する技術

上の実務に従事した経験を有する者 

⑼ 学校教育法に基づく高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令に基づく中等学校において理学、工学、農学

に関する科目若しくはこれらに相当する科目を修めて卒業した後、７年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従

事した経験を有する者 

⑽ １０年以上廃棄物の処理に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑾ 前各号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有すると認められる者 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第１２号 

 

泉南市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例の制定について 
 

 泉南市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運

営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例を別紙の

ように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、介護保険法（平成９年法律第１２３号）が改正され、指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定等に関す

る基準を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防サ

ービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定める条例 
 

（趣旨） 

第１条 この条例は、指定地域密着型介護予防サービスの事業に係る介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」と

いう。）第１１５条の１２第２項第１号並びに第１１５条の１４第１項及び第２項の規定により、指定地域密着型介護予

防サービス事業者の指定並びに指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護

予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準を定めるものとする。 

（指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基準） 

第２条 法第１１５条の１２第２項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

（指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防

のための効果的な支援の方法に関する基準） 

第３条 法第１１５条の１４第１項の基準及び員数並びに同条第２項の設備及び運営に関する基準は、指定地域密着型介護

予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援

の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３６号。以下「指定地域密着型介護予防サービス基準」という。）及び

次条に定めるところによる。 

（記録の保存年限） 

第４条 指定地域密着型介護予防サービス基準第４０条第２項、第６３条第２項及び第８４条第２項に規定する具体的なサ
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ービスの内容等の記録については、指定地域密着型介護予防サービス基準の規定にかかわらず、当該サービスを提供した

日（第４０条第２項第１号、第６３条第２項第１号及び第２号並びに第８４条第２項第１号に掲げる計画にあっては当該

計画の完了の日、第４０条第２項第３号、第６３条第２項第５号及び第８４条第２項第４号に掲げる記録にあっては当該

通知の日）から５年間保存するものとする。 

（委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第４条の規定は、この条例の施行日以後に整備の対象となる記録及び現に指定地域密着型介護予防サービス基準により

保存されている記録であって、当該基準による保存期間が満了していないものについて適用する。 

40



 

議案第１３号 

 

泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める条例の制定について 
 

 泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を

定める条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、介護保険法（平成９年法律第１２３号）が改正され、指定地域密着型サービス事業者の指定等に関する基準を

定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市指定地域密着型サービス事業者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人

員、設備及び運営に関する基準を定める条例 
 

（趣旨） 

第１条 この条例は、指定地域密着型サービスの事業に係る介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）

第７８条の２第１項及び第４項第１号並びに第７８条の４第１項及び第２項の規定により、指定地域密着型サービス事業

者の指定並びに指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定めるものとする。 

（指定地域密着型サービス事業者の指定に関する基準） 

第２条 法第７８条の２第１項の条例で定める数は、２９人以下とする。 

２ 法第７８条の２第４項第１号の条例で定める者は、法人とする。 

（指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準） 

第３条 法第７８条の４第１項の基準及び員数並びに同条第２項の設備及び運営に関する基準は、指定地域密着型サービス

の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３４号。以下「指定地域密着型サービス基準」と

いう。）及び次条に定めるところによる。 

（記録の保存年限） 

第４条 指定地域密着型サービス基準第３条の４０第２項、第１７条第２項、第６０条第２項、第８７条第２項、第１０７

条第２項、第１２８条第２項、第１５６条第２項及び第１８１条第２項に規定する具体的なサービスの内容等の記録につ

いては、指定地域密着型サービス基準の規定にかかわらず、当該サービスを提供した日（第３条の４０第２項第１号、第

１７条第２項第１号、第６０条第２項第１号、第８７条第２項第１号及び第２号、第１０７条第２項第１号、第１２８条
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第２項第１号、第１５６条第２項第１号並びに第１８１条第２項第１号及び第２号に掲げる計画にあっては当該計画の完

了の日、第３条の４０第２項第５号、第１７条第２項第３号、第６０条第２項第３号、第８７条第２項第５号、第１０７

条第２項第４号、第１２８条第２項第５号、第１５６条第２項第４号及び第１８１条第２項第７号に掲げる記録にあって

は当該通知の日）から５年間保存するものとする。 

（委任） 

第５条 この条例の施行について必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ 第４条の規定は、この条例の施行日以後に整備の対象となる記録及び現に指定地域密着型サービス基準により保存され

ている記録であって、当該基準による保存期間が満了していないものについて適用する。 
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議案第１４号 

  

泉南市道路の構造の技術的基準を定める条例の制定について 

  

泉南市道路の構造の技術的基準を定める条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、道路法（昭和２７年法律第１８０号）が改正され、道路の構造の技術的基準を定めるため、本条例を提案する

ものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市道路の構造の技術的基準を定める条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、道路法（昭和２７年法律第１８０号。以下「法」という。）第３０条第３項の規定に基づき、市が管

理する市道を新設し、又は改築する場合における道路の構造の一般的技術的基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において使用する用語の意義は、法及び道路構造令（昭和４５年政令第３２０号。以下「令」という。）

において使用する用語の例による。 

（道路の区分） 

第３条 この条例における道路の区分は、令第３条に定めるところによる。 

（車線等） 

第４条 車道（副道、停車帯その他道路構造令施行規則（昭和４６年建設省令第７号。以下「省令」という。）第２条に定

める部分を除く。）は、車線により構成されるものとする。ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路にあっては、

この限りでない。 

２ 道路の区分及び地方部に存する道路にあっては地形の状況に応じ、計画交通量が次の表の設計基準交通量（自動車の最

大許容交通量をいう。以下同じ。）の欄に掲げる値以下である道路の車線（付加追越車線、登坂車線、屈折車線及び変速

車線を除く。次項において同じ。）の数は、２とする。 
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区分 地形 設計基準交通量（単位 １日につき台） 

第２級 平地部 ９，０００

平地部 ８，０００第３級 

山地部 ６，０００

平地部 ８，０００

第３種

 

第４級 

山地部 ６，０００

第１級  １２，０００

第２級  １０，０００

第４種

第３級  ９，０００

交差点の多い第４種の道路については、この表の設計基準交通量に０．８を乗じ

た値を設計基準交通量とする。 

３ 前項に規定する道路以外の道路（第３種第５級及び第４種第４級の道路を除く。）の車線の数は４以上（交通の状況に

より必要がある場合を除き、２の倍数）とし、当該道路の区分及び地方部に存する道路にあっては地形の状況に応じ、次

の表に掲げる１車線当たりの設計基準交通量に対する当該道路の計画交通量の割合によって定めるものとする。 

区分 地形 １車線当たりの設計基準交通量（単位 １日につき台）

平地部 ９，０００第２級 

山地部 ７，０００

平地部 ８，０００第３級 

山地部 ６，０００

第３種

 

第４級 山地部 ５，０００
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第１級  １２，０００

第２級  １０，０００

第４種

第３級  １０，０００

交差点の多い第４種の道路については、この表の１車線当たりの設計基準交通量に

０．６を乗じた値を１車線当たりの設計基準交通量とする。 

４ 車線（登坂車線、屈折車線及び変速車線を除く。以下この項において同じ。）の幅員は、道路の区分に応じ、次の表の

車線の幅員の欄に掲げる値とするものとする。ただし、第３種第２級又は第４種第１級の普通道路にあっては、交通の状

況により必要がある場合においては、同欄に掲げる値に０．２５メートルを加えた値とすることができる。 

区分 車線の幅員（単位 メートル） 

普通道路 ３．２５第２級 

小型道路 ２．７５

普通道路 ３第３級 

小型道路 ２．７５

第３種

第４級 ２．７５

普通道路 ３．２５第１級 

小型道路 ２．７５

普通道路 ３

第４種

第２級及び

第３級 小型道路 ２．７５

５ 第３種第５級又は第４種第４級の普通道路の車道の幅員は、４メートルとするものとする。ただし、当該普通道路の計

画交通量が極めて少なく、かつ、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合又は第３２条の規定により車道
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に狭窄
さく

部を設ける場合においては、３メートルとすることができる。 

（車線の分離等） 

第５条 車線の数が４以上である道路の車線は、安全かつ円滑な交通を確保するため必要がある場合において、往復の方向

別に分離するものとする。 

２ 車線を往復の方向別に分離するため必要があるときは、中央帯を設けるものとする。 

３ 中央帯の幅員は、当該道路の区分に応じ、次の表の中央帯の幅員の欄の左欄に掲げる値以上とするものとする。ただし、

長さ１００メートル以上のトンネル、長さ５０メートル以上の橋若しくは高架の道路又は地形の状況その他の特別の理由

によりやむを得ない箇所については、同表の中央帯の幅員の欄の右欄に掲げる値まで縮小することができる。 

区分 中央帯の幅員（単位 メートル） 

第２級 

第３級 

第３種 

第４級 

１．７５ １

第１級 

第２級 

第４種 

第３級 

１

４ 中央帯には、側帯を設けるものとする。 

５ 前項の側帯の幅員は、０．２５メートルとするものとする。 

６ 中央帯のうち側帯以外の部分（以下「分離帯」という。）には、柵その他これに類する工作物を設け、又は側帯に接続

して縁石線を設けるものとする。 

７ 分離帯に路上施設を設ける場合においては、当該中央帯の幅員は、令第１２条の建築限界を勘案して定めるものとする。 
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（路肩） 

第６条 道路には、車道に接続して、路肩を設けるものとする。ただし、中央帯又は停車帯を設ける場合においては、この

限りでない。 

２ 車道の左側に設ける路肩の幅員は、道路の区分に応じ、次の表の車道の左側に設ける路肩の幅員の欄の左欄に掲げる値

以上とするものとする。ただし、付加追越車線、登坂車線若しくは変速車線を設ける箇所、長さ５０メートル以上の橋若

しくは高架の道路又は地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない箇所については、同表の車道の左側に設ける路

肩の幅員の欄の右欄に掲げる値まで縮小することができる。 

区分 車道の左側に設ける路肩の幅員（単位 メートル）

普通道路 ０．７５ ０．５第２級から

第４級まで 小型道路 ０．５

第３種

第５級 ０．５

第４種 ０．５

３ 車道の右側に設ける路肩の幅員は、０．５メートル以上とするものとする。 

４ 第３種（第５級を除く。）の普通道路のトンネルの車道に接続する路肩の幅員は、０．５メートルまで縮小することが

できる。 

５ 歩道、自転車道又は自転車歩行者道を設ける道路にあっては、道路の主要構造部を保護し、又は車道の効用を保つため

に支障がない場合においては、車道に接続する路肩を設けず、又はその幅員を縮小することができる。 

６ 道路の主要構造部を保護するため必要がある場合においては、歩道、自転車道又は自転車歩行者道に接続して、路端寄

りに路肩を設けるものとする。 

７ 車道に接続する路肩に路上施設を設ける場合においては、当該路肩の幅員については、第２項の表の車道の左側に設け

る路肩の幅員の欄に掲げる値又は第３項で規定する車道の右側に設ける路肩の幅員の値に当該路上施設を設けるのに必要

51



な値を加えてこれらの規定を適用するものとする。 

（停車帯） 

第７条 第４種（第４級を除く。）の道路には、自動車の停車により車両の安全かつ円滑な通行が妨げられないようにする

ため必要がある場合においては、車道の左端寄りに停車帯を設けるものとする。 

２ 停車帯の幅員は、２．５メートルとするものとする。ただし、自動車の交通量のうち大型の自動車の交通量の占める割

合が低いと認められる場合においては、１．５メートルまで縮小することができる。 

（自転車道） 

第８条 自動車及び自転車の交通量が多い第３種又は第４種の道路には、自転車道を道路の各側に設けるものとする。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 自転車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路又は自動車及び歩行者の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路

（前項に規定する道路を除く。）には、安全かつ円滑な交通を確保するため自転車の通行を分離する必要がある場合にお

いては、自転車道を道路の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合に

おいては、この限りでない。 

３ 自転車道の幅員は、２メートル以上とするものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場

合においては、１．５メートルまで縮小することができる。 

４ 自転車道に路上施設を設ける場合においては、当該自転車道の幅員は、令第１２条の建築限界を勘案して定めるものと

する。 

５ 自転車道の幅員は、当該道路の自転車の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

（自転車歩行者道） 

第９条 自動車の交通量が多い第３種若しくは第４種の道路（自転車道を設ける道路を除く。）には、自転車歩行者道を道

路の各側に設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りで
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ない。 

２ 自転車歩行者道の幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては４メートル以上、その他の道路にあっては３メートル

以上とするものとする。 

３ 横断歩道橋若しくは地下横断歩道（以下「横断歩道橋等」という。）又は路上施設を設ける自転車歩行者道の幅員につ

いては、前項に規定する幅員の値に横断歩道橋等を設ける場合にあっては３メートル、ベンチの上屋を設ける場合にあっ

ては２メートル、並木を設ける場合にあっては１．５メートル、ベンチを設ける場合にあっては１メートル、その他の場

合にあっては０．５メートルを加えて同項の規定を適用するものとする。ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路

にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

４ 自転車歩行者道の幅員は、当該道路の自転車及び歩行者の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

（歩道） 

第１０条 第４種（第４級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）、歩行者の交通量が多い第３種（第

５級を除く。）の道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）又は自転車道を設ける第３種若しくは第４種第４級の道

路には、その各側に歩道を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合において

は、この限りでない。 

２ 第３種又は第４種第４級の道路（自転車歩行者道を設ける道路及び前項に規定する道路を除く。）には、安全かつ円滑

な交通を確保するため必要がある場合においては、歩道を設けるものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由に

よりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

３ 歩道の幅員は、歩行者の交通量が多い道路にあっては３．５メートル以上、その他の道路にあっては２メートル以上と

するものとする。 

４ 横断歩道橋等又は路上施設を設ける歩道の幅員については、前項に規定する幅員の値に横断歩道橋等を設ける場合にあ

っては３メートル、ベンチの上屋を設ける場合にあっては２メートル、並木を設ける場合にあっては１．５メートル、ベ
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ンチを設ける場合にあっては１メートル、その他の場合にあっては０．５メートルを加えて同項の規定を適用するものと

する。ただし、第３種第５級又は第４種第４級の道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場

合においては、この限りでない。 

５ 歩道の幅員は、当該道路の歩行者の交通の状況を考慮して定めるものとする。 

（歩行者の滞留の用に供する部分） 

第１１条 歩道、自転車歩行者道、自転車歩行者専用道路又は歩行者専用道路には、横断歩道、乗合自動車停車所等に係る

歩行者の滞留により歩行者又は自転車の安全かつ円滑な通行が妨げられないようにするため必要がある場合においては、

主として歩行者の滞留の用に供する部分を設けるものとする。 

（植樹帯） 

第１２条 第４種第１級及び第２級の道路には、植樹帯を設けるものとし、その他の道路には、必要に応じ、植樹帯を設け

るものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 植樹帯の幅員は、１．５メートルを標準とするものとする。 

３ 次に掲げる道路の区間に設ける植樹帯の幅員は、当該道路の構造及び交通の状況、沿道の土地利用の状況並びに良好な

道路交通環境の整備又は沿道における良好な生活環境の確保のため講じられる他の措置を総合的に勘案して特に必要があ

ると認められる場合には、前項の規定にかかわらず、その事情に応じ、同項の規定により定められるべき値を超える適切

な値とするものとする。 

⑴ 都心部又は景勝地を通過する幹線道路の区間 

⑵ 相当数の住居が集合し、又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する幹線道路の区間 

４ 植樹帯の植栽に当たっては、地域の特性等を考慮して、樹種の選定、樹木の配置等を適切に行うものとする。 

（設計速度） 

第１３条 道路の設計速度は、道路の区分に応じ、次の表の設計速度の欄の左欄に掲げる値とする。ただし、地形の状況そ
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の他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、同表の設計速度の欄の右欄に掲げる値とすることができる。 

区分 設計速度（単位 １時間につきキロメートル） 

第２級 ６０ ５０又は４０

第３級 ６０、５０又は４０ ３０

第４級 ５０、４０又は３０ ２０

第３種

第５級 ４０、３０又は２０

第１級 ６０ ５０又は４０

第２級 ６０、５０又は４０ ３０

第３級 ５０、４０又は３０ ２０

第４種

第４級 ４０、３０又は２０

（車道の屈曲部） 

第１４条 車道の屈曲部は、曲線形とするものとする。ただし、緩和区間（車両の走行を円滑ならしめるために車道の屈曲

部に設けられる一定の区間をいう。以下同じ。）又は第３２条の規定により設けられる屈曲部については、この限りでな

い。 

（曲線半径） 

第１５条 車道の屈曲部のうち緩和区間を除いた部分（以下「車道の曲線部」という。）の中心線の曲線半径（以下「曲線

半径」という。）は、当該道路の設計速度に応じ、次の表の曲線半径の欄の左欄に掲げる値以上とするものとする。ただ

し、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない箇所については、同表の曲線半径の欄の右欄に掲げる値まで縮小

することができる。 
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設計速度（単位 １時間につきキロメートル） 曲線半径（単位 メートル） 

６０ １５０ １２０

５０ １００ ８０

４０ ６０ ５０

３０ ３０

２０ １５

（曲線部の片勾
こう

配） 

第１６条 車道、中央帯（分離帯を除く。）及び車道に接続する路肩の曲線部には、曲線半径が極めて大きい場合を除き、

当該道路の区分に応じ、当該道路の設計速度、曲線半径、地形の状況等を勘案し、次の表の最大片勾配の欄に掲げる値

（第３種の道路で自転車道等を設けないものにあっては、６パーセント）以下で適切な値の片勾配を附するものとする。

ただし、第４種の道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、片勾配を附さな

いことができる。 

区分 最大片勾配（単位 パーセント） 

第３種 １０

第４種 ６

（曲線部の車線等の拡幅） 

第１７条 車道の曲線部においては、設計車両及び当該曲線部の曲線半径に応じ、車線（車線を有しない道路にあっては、

車道）を適切に拡幅するものとする。ただし、第４種の道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得

ない場合においては、この限りでない。 

（緩和区間） 
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第１８条 車道の屈曲部には、緩和区間を設けるものとする。ただし、第４種の道路の車道の屈曲部にあっては、地形の状

況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 車道の曲線部において片勾配を附し、又は拡幅をする場合においては、緩和区間においてすりつけをするものとする。 

３ 緩和区間の長さは、当該道路の設計速度に応じ、次の表の右欄に掲げる値（前項の規定によるすりつけに必要な長さが

同欄に掲げる値をこえる場合においては、当該すりつけに必要な長さ）以上とするものとする。 

設計速度（単位 １時間につきキロメートル） 緩和区間の長さ（単位 メートル） 

６０ ５０

５０ ４０

４０ ３５

３０ ２５

２０ ２０

（視距等） 

第１９条 視距は、当該道路の設計速度に応じ、次の表の右欄に掲げる値以上とするものとする。 

設計速度（単位 １時間につきキロメートル） 視距（単位 メートル） 

６０ ７５

５０ ５５

４０ ４０

３０ ３０

２０ ２０

２ 車線の数が２である道路（対向車線を設けない道路を除く。）においては、必要に応じ、自動車が追越しを行うのに十
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分な見通しの確保された区間を設けるものとする。 

（縦断勾配） 

第２０条 車道の縦断勾配は、道路の区分及び道路の設計速度に応じ、次の表の縦断勾配の欄の左欄に掲げる値以下とする

ものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、同表の縦断勾配の欄の右欄に

掲げる値以下とすることができる。 

区分 設計速度（単位 １時間につきキロ

メートル） 

縦断勾配（単位 パーセント） 

６０ ５ ８

５０ ６ ９

４０ ７ １０

３０ ８ １１

普通道路 

２０ ９ １２

６０ ８

５０ ９

４０ １０

３０ １１

第３種

小型道路 

２０ １２

第４種 普通道路 ６０ ５ ７

  ５０ ６ ８

  ４０ ７ ９
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  ３０ ８ １０

  ２０ ９ １１

 ６０ ８

 ５０ ９

 ４０ １０

 ３０ １１

 

小型道路 

２０ １２

（登坂車線） 

第２１条 普通道路の縦断勾配が５パーセントを超える車道には、必要に応じ、登坂車線を設けるものとする。 

２ 登坂車線の幅員は、３メートルとするものとする。 

（縦断曲線） 

第２２条 車道の縦断勾配が変移する箇所には、縦断曲線を設けるものとする。 

２ 縦断曲線の半径は、当該道路の設計速度及び当該縦断曲線の曲線形に応じ、次の表の縦断曲線の半径の欄に掲げる値以

上とするものとする。ただし、設計速度が１時間につき６０キロメートルである第４種第１級の道路にあっては、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、凸形縦断曲線の半径を１，０００メートルまで縮小するこ

とができる。 

設計速度（単位 １時間に

つきキロメートル） 

縦断曲線の曲線形 縦断曲線の半径（単位 メートル）

凸形曲線 １，４００６０ 

凹形曲線 １，０００
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凸形曲線 ８００５０ 

凹形曲線 ７００

凸形曲線 ４５０４０ 

凹形曲線 ４５０

凸形曲線 ２５０３０ 

凹形曲線 ２５０

凸形曲線 １００２０ 

凹形曲線 １００

３ 縦断曲線の長さは、当該道路の設計速度に応じ、次の表の下欄に掲げる値以上とするものとする。 

設計速度（単位 １時間につきキロメートル） 縦断曲線の長さ（単位 メートル）

６０ ５０

５０ ４０

４０ ３５

３０ ２５

２０ ２０

（舗装） 

第２３条 車道、中央帯（分離帯を除く。）、車道に接続する路肩、自転車道等及び歩道は、舗装するものとする。ただし、

交通量が極めて少ない等特別の理由がある場合においては、この限りでない。 

２ 車道及び側帯の舗装は、その設計に用いる自動車の輪荷重の基準を４９キロニュートンとし、計画交通量、自動車の重

量、路床の状態、気象状況等を勘案して、自動車の安全かつ円滑な交通を確保することができるものとして車道及び側帯
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の舗装の構造の基準に関する省令（平成１３年国土交通省令第１０３号）で定める基準に適合する構造とするものとする。

ただし、自動車の交通量が少ない場合その他の特別の理由がある場合においては、この限りでない。 

３ 第４種の道路（トンネルを除く。）の舗装は、当該道路の存する地域、沿道の土地利用及び自動車の交通の状況を勘案

して必要がある場合においては、雨水を道路の路面下に円滑に浸透させ、かつ、道路交通騒音の発生を減少させることが

できる構造とするものとする。ただし、道路の構造、気象状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、

この限りでない。 

（横断勾配） 

第２４条 車道、中央帯（分離帯を除く。）及び車道に接続する路肩には、片勾配を付する場合を除き、路面の種類に応じ、

次の表の下欄に掲げる値を標準として横断勾配を付するものとする。 

路面の種類 横断勾配（単位 パーセント） 

前条第２項に規定する基準に適合する舗装道 １．５以上２以下

その他 ３以上５以下

２ 歩道又は自転車道等には、２パーセントを標準として横断勾配を附するものとする。 

３ 前条第３項本文に規定する構造の舗装道にあっては、気象状況等を勘案して路面の排水に支障がない場合においては、

横断勾配を付さず、又は縮小することができる。 

（合成勾配） 

第２５条 合成勾配（縦断勾配と片勾配又は横断勾配とを合成した勾配をいう。以下同じ。）は、当該道路の設計速度に応

じ、次の表の右欄に掲げる値以下とするものとする。ただし、設計速度が１時間につき３０キロメートル又は２０キロメ

ートルの道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、１２．５パーセント以下

とすることができる。 
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設計速度（単位 １時間につきキロメートル） 合成勾配（単位 パーセント） 

６０ １０．５

５０

４０

３０

２０

１１．５

（排水施設） 

第２６条 道路には、排水のため必要がある場合においては、側溝、街渠
きょ

、集水ますその他の適当な排水施設を設けるもの

とする。 

（平面交差又は接続） 

第２７条 道路は、駅前広場等特別の箇所を除き、同一箇所において同一平面で５以上交会させてはならない。 

２ 道路が同一平面で交差し、又は接続する場合においては、必要に応じ、屈折車線、変速車線若しくは交通島を設け、又

は隅角部を切取り、かつ、適当な見通しができる構造とするものとする。 

３ 屈折車線又は変速車線を設ける場合においては、当該部分の車線（屈折車線及び変速車線を除く。）の幅員は、第４種

第１級の普通道路にあっては３メートルまで、第４種第２級又は第３級の普通道路にあっては２．７５メートルまで、第

４種の小型道路にあっては２．５メートルまで縮小することができる。 

４ 屈折車線及び変速車線の幅員は、普通道路にあっては３メートル、小型道路にあっては２．５メートルを標準とするも

のとする。 

５ 屈折車線又は変速車線を設ける場合においては、当該道路の設計速度に応じ、適切にすりつけをするものとする。 

（立体交差） 
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第２８条 車線（登坂車線、屈折車線及び変速車線を除く。）の数が４以上である普通道路が相互に交差する場合において

は、当該交差の方式は、立体交差とするものとする。ただし、交通の状況により不適当なとき又は地形の状況その他の特

別の理由によりやむを得ないときは、この限りでない。 

２ 車線（屈折車線及び変速車線を除く。）の数が４以上である小型道路が相互に交差する場合及び普通道路と小型道路が

交差する場合においては、当該交差の方式は、立体交差とするものとする。 

３ 道路を立体交差とする場合においては、必要に応じ、交差する道路を相互に連結する道路（以下「連結路」という。）

を設けるものとする。 

４ 連結路については、第４条から第６条まで、第１３条、第１５条、第１６条、第１８条から第２０条まで、第２２条及

び第２５条の規定は、適用しない。 

（鉄道等との平面交差） 

第２９条 道路が鉄道又は軌道法（大正１０年法律第７６号）による新設軌道（以下「鉄道等」という。）と同一平面で交

差する場合においては、その交差する道路は次に定める構造とするものとする。 

⑴ 交差角は、４５度以上とすること。 

⑵ 踏切道の両側からそれぞれ３０メートルまでの区間は、踏切道を含めて直線とし、その区間の車道の縦断勾配は、２．

５パーセント以下とすること。ただし、自動車の交通量が極めて少ない箇所又は地形の状況その他の特別の理由により

やむを得ない箇所については、この限りでない。 

⑶ 見通し区間の長さ（線路の最縁端軌道の中心線と車道の中心線との交点から、軌道の外方車道の中心線上５メートル

の地点における１．２メートルの高さにおいて見通すことができる軌道の中心線上当該交点からの長さをいう。）は、

踏切道における鉄道等の車両の最高速度に応じ、次の表の右欄に掲げる値以上とすること。ただし、踏切遮断機その他

の保安設備が設置される箇所又は自動車の交通量及び鉄道等の運転回数が極めて少ない箇所については、この限りでな

い。 
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踏切道における鉄道等の車両の最高速度 

（単位 １時間につきキロメートル） 

見通し区間の長さ（単位 メートル）

５０未満 １１０

５０以上７０未満 １６０

７０以上８０未満 ２００

８０以上９０未満 ２３０

９０以上１００未満 ２６０

１００以上１１０未満 ３００

１１０以上 ３５０

（待避所） 

第３０条 第３種第５級の道路には、次に定めるところにより、待避所を設けるものとする。ただし、交通に及ぼす支障が

少ない道路については、この限りでない。 

⑴ 待避所相互間の距離は、３００メートル以内とすること。 

⑵ 待避所相互間の道路の大部分が待避所から見通すことができること。 

⑶ 待避所の長さは、２０メートル以上とし、その区間の車道の幅員は、５メートル以上とすること。 

（交通安全施設） 

第３１条 交通事故の防止を図るため必要がある場合においては、横断歩道橋等、柵、照明施設、視線誘導標、緊急連絡施

設その他これらに類する施設で省令第３条で定めるものを設けるものとする。 

（凸部、狭窄
さく

部等） 

第３２条 第４種第４級の道路又は主として近隣に居住する者の利用に供する第３種第５級の道路には、自動車を減速させ

64



て歩行者又は自転車の安全な通行を確保する必要がある場合においては、車道及びこれに接続する路肩の路面に凸部を設

置し、又は車道に狭窄
さく

部若しくは屈曲部を設けるものとする。 

（乗合自動車の停留所等に設ける交通島） 

第３３条 自転車道、自転車歩行者道又は歩道に接続しない乗合自動車の停留所には、必要に応じ、交通島を設けるものと

する。 

（自動車駐車場等） 

第３４条 安全かつ円滑な交通を確保し、又は公衆の利便に資するため必要がある場合においては、自動車駐車場、自転車

駐車場、乗合自動車停車所、非常駐車帯を設けるものとする。 

（防護施設） 

第３５条 落石、崩壊、波浪等により交通に支障を及ぼし、又は道路の構造に損傷を与えるおそれがある箇所には、柵、擁

壁その他の適当な防護施設を設けるものとする。 

（トンネル） 

第３６条 トンネルには、安全かつ円滑な交通を確保するため必要がある場合においては、当該道路の計画交通量及びトン

ネルの長さに応じ、適当な換気施設を設けるものとする。 

２ トンネルには、安全かつ円滑な交通を確保するため必要がある場合においては、当該道路の設計速度等を勘案して、適

当な照明施設を設けるものとする。 

３ トンネルにおける車両の火災その他の事故により交通に危険を及ぼすおそれがある場合においては、必要に応じ、通報

施設、警報施設、消火施設その他の非常用施設を設けるものとする。 

（橋、高架の道路等） 

第３７条 橋、高架の道路その他これらに類する構造の道路は、鋼構造、コンクリート構造又はこれらに準ずる構造とする

ものとする。 
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（附帯工事等の特例） 

第３８条 道路に関する工事により必要を生じた他の道路に関する工事を施行し、又は道路に関する工事以外の工事により

必要を生じた道路に関する工事を施行する場合において、第４条から前条までの規定（第６条、第１３条、第１４条、第

２４条、第２６条、第３１条及び第３５条を除く。）による基準をそのまま適用することが適当でないと認められるとき

は、これらの規定による基準によらないことができる。 

（小区間改築の場合の特例） 

第３９条 道路の交通に著しい支障がある小区間について応急措置として改築を行う場合（次項に規定する改築を行う場合

を除く。）において、これに隣接する他の区間の道路の構造が、第４条、第５条第３項から第５項まで、第７条、第８条

第３項、第９条第２項及び第３項、第１０条第３項及び第４項、第１２条第２項及び第３項、第１５条から第２２条まで、

第２３条第３項並びに第２５条の規定による基準に適合していないためこれらの規定による基準をそのまま適用すること

が適当でないと認められるときは、これらの規定による基準によらないことができる。 

２ 道路の交通の安全の保持に著しい支障がある小区間について応急措置として改築を行う場合において、当該道路の状況

等からみて第４条、第５条第２項から第４項まで、第６条第２項、第７条、第８条第３項、第９条第２項及び第３項、第

１０条第３項及び第４項、第１２条第２項及び第３項、第１９条第１項、第２１条第２項、第２３条第３項、次条第１項

及び第２項並びに第４１条第１項の規定による基準をそのまま適用することが適当でないと認められるときは、これらの

規定による基準によらないことができる。 

（自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路） 

第４０条 自転車専用道路の幅員は３メートル以上とし、自転車歩行者専用道路の幅員は４メートル以上とするものとする。

ただし、自転車専用道路にあっては、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、２．５メート

ルまで縮小することができる。 

２ 自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路には、その各側に、当該道路の部分として、幅員０．５メートル以上の側方
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余裕を確保するための部分を設けるものとする。 

３ 自転車専用道路又は自転車歩行者専用道路に路上施設を設ける場合においては、当該自転車専用道路又は自転車歩行者

専用道路の幅員は、令第３９条第４項の建築限界を勘案して定めるものとする。 

４ 自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路の線形、勾配その他の構造は、自転車及び歩行者が安全かつ円滑に通行する

ことができるものでなければならない。 

５ 自転車専用道路及び自転車歩行者専用道路については、第３条から第３８条まで及び前条第１項の規定（自転車歩行者

専用道路にあっては、第１１条を除く。）は、適用しない。 

（歩行者専用道路） 

第４１条 歩行者専用道路の幅員は、当該道路の存する地域及び歩行者の交通の状況を勘案して、２メートル以上とするも

のとする。 

２ 歩行者専用道路に路上施設を設ける場合においては、当該歩行者専用道路の幅員は、令第４０条第３項の建築限界を勘

案して定めるものとする。 

３ 歩行者専用道路の線形、勾配その他の構造は、歩行者が安全かつ円滑に通行することができるものでなければならない。 

４ 歩行者専用道路については、第３条から第１０条まで、第１２条から第３８条まで及び第３９条第１項の規定は、適用

しない。 

（委任） 

第４２条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第１５号 

 

泉南市道路標識の寸法に関する条例の制定について 

 

泉南市道路標識の寸法に関する条例を別紙のように定める。 

 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、道路法（昭和２７年法律第１８０号）が改正され、道路標識の寸法を定めるため、本条例を提案するものであ

る。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市道路標識の寸法に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、道路法（昭和２７年法律１８０号。以下「法」という。）第４５条第３項の規定に基づき、市が管理

する市道に設ける道路の案内標識及び警戒標識並びにこれらに附置される補助標識の寸法に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

（定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法及び道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（昭和３５年総理府・建設

省省令第３号）において使用する用語の例による。 

（道路標識の寸法） 

第３条 道路標識の寸法は、別表に定めるとおりとする。 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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別表 

案内標識 

入口の方向（１０３－Ａ） 入口の方向（１０３－Ｂ） 入口の予告(１０４) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

待避所（１１６の３） 駐車場（１１７－Ａ） 登坂車線（１１７の２－Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

25
25

12
.5
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総重量限度緩和指定道路 

（１１８の３－Ａ） 

総重量限度緩和指定道路 

（１１８の３－Ｂ） 

高さ限度緩和指定道路 

（１１８の４－Ａ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高さ限度緩和指定道路 

（１１８の４－Ｂ） 

道路の通称名（１１９－Ａ） 道路の通称名（１１９－Ｂ） 
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道路の通称名（１１９－Ｃ） まわり道（１２０－Ａ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 寸法 

⑴ 案内標識は、図示の寸法（その単位はセンチメートルとする。以下この備考において同じ。）を基準とする。 

⑵ 地名が表示されている案内標識については、地名を表示する文字の字数の多少により図示の横寸法を拡大し、又

は縮小することができる。 

⑶ 案内標識は、図示の寸法の３倍まで拡大することができる。 

⑷ 「駐車場」を表示する案内標識については、便所を表す記号を表示する場合にあっては、図示の横寸法を図示の

寸法の２．５倍まで拡大することができる。 

⑸ 「駐車場」、「総重量限度緩和指定道路」、「高さ限度緩和指定道路」及び「まわり道（１２０－Ａ）」を表示

する案内標識については、道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあっては、図示の寸法（前号に

規定するところにより図示の横寸法を拡大する場合にあっては、当該拡大後の図示の寸法）の１．３倍、１．６倍又
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は２倍に、それぞれ拡大することができる。 

⑹ 「登坂車線」及び「道路の通称名」を表示する案内標識については、道路の形状又は交通の状況により特別の必

要がある場合にあっては、図示の寸法の１．５倍又は２倍に、それぞれ拡大することができる。 

⑺ 「道路の通称名」を表示する案内標識については、表示する文字の字数により図示の横寸法（「道路の通称名

（１１９－Ｃ）」を表示するものについては、縦寸法）を拡大することができる。 

２ 文字等の大きさ等 

⑴ 案内標識の文字及び記号の大きさは、図示の寸法を基準とする。 

⑵ 案内標識で、この表に掲げるもの並びに「著名地点（１１４－Ｂ）」及び「まわり道」を表示するもの以外のも

のの文字の大きさは、道路の設計速度に応じ、次の表の右欄に掲げる値（ローマ字にあっては、その２分の１の値）

を基準とする。ただし、必要がある場合にあっては、これを１．５倍、２倍、２．５倍又は３倍に、それぞれ拡大す

ることができる。 

設計速度（単位 キロメートル毎時） 文字の大きさ（単位 センチメートル）

４０、５０又は６０ ２０ 

３０以下 １０ 

⑶ 「方面、方向及び道路の通称名の予告」及び「方面、方向及び道路の通称名」を表示する案内標識については、

矢印外の文字の大きさは、前号の規定によるものとし、矢印中の文字の大きさは、矢印外の文字の大きさの０．６倍

の大きさとする。 

⑷ 「著名地点（１１４－Ｂ）」を表示する案内標識の文字の大きさは、１０センチメートルを標準とする。 

⑸ 「市町村」、「都府県」並びに「方面、方向及び距離」、「方面及び距離」、「方面及び方向の予告」、「方面

及び方向」、「方面、方向及び道路の通称名の予告」、「方面、方向及び道路の通称名」及び「著名地点」を表示す

る案内標識に、それぞれ市町村章、都府県章及び公共施設等の形状等を表す記号を表示する場合の当該記号の大きさ
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は、日本字の大きさの１．７倍以下の大きさとする。 

⑹ 「方面及び方向」を表示する案内標識に路線を表す記号を表示する場合の当該記号の大きさは、経由路線を表す

記号については日本字の大きさの１．６倍以下、方面としての路線を表す記号については日本字の大きさの０．９倍

以下の大きさとする。 

⑺ 「駐車場」を表示する案内標識に便所を表す記号を表示する場合の当該記号の大きさは、駐車場を表示する記号

の０．７倍以下の大きさとする。 

⑻ 案内標識の縁、縁線及び区分線の太さは、次の寸法を基準とする。 

ア 縁は、次のとおりとする。 

(ア) 「待避所」、「駐車場」及び「まわり道（１２０－Ｂ）」を表示するもの ９ミリメートル 

(イ) 「総重量限度緩和指定道路」及び「高さ限度緩和指定道路」を表示するもの １６ミリメートル 

(ウ) 「登坂車線」を表示するもの １０ミリメートル 

(エ) 「道路の通称名」を表示するもの ８ミリメートル 

(オ) その他のもの 日本字の大きさの２０分の１以上の太さとする。 

イ 縁線及び区分線は、日本字の大きさの２０分の１以上の太さとする。 
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警戒標識 

本標識板の規格 ╋形道路交差点あり 

（２０１－Ａ） 

右（又は左）方屈曲あり 

(２０２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

信号機あり（２０８の２） 落石のおそれあり（２０９の２）
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路面凹凸あり（２０９の３） 合流交通あり(２１０) 車線数減少(２１１) 

 

 

 

 

 

 

 

  

幅員減少(２１２) 二方向交通（２１２の２）  

 

 

 

 

 

 

 

  

備考 

１ 寸法 

⑴ 警戒標識は、図示の寸法（その単位はセンチメートルとする。以下この備考において同じ。）を基準とする。 

⑵ 警戒標識については、設計速度が６０キロメートル毎時以上の市道に設置する場合にあっては、図示の寸法の２

倍まで拡大することができる。 
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⑶ 警戒標識については、道路の形状又は交通の状況により特別の必要がある場合にあっては、図示の寸法の１．３

倍、１．６倍又は２倍に、それぞれ拡大することができる。 

２ 縁及び縁線の太さ 

 縁及び縁線は、１２ミリメートルとする。 

補助標識 

補助標識板の規格 注意事項(５１０) 

 

 

 

 

 

 

備考 

１ 補助標識は、図示の寸法（その単位はセンチメートルとする。）を基準とする。 

２ 補助標識は、その附置される本標識板の拡大率又は縮小率と同じ比率で拡大し、又は縮小することができる。 
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議案第１６号 

 

泉南市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例の制定につい

て 
 

 泉南市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第１０５

号）により、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号）が改正され、移動等円滑

化のために必要な道路の構造に関する基準を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 歩道等（第３条－第１０条） 

第３章 立体横断施設（第１１条－第１６条） 

第４章 乗合自動車停留所（第１７条・第１８条） 

第５章 自動車駐車場（第１９条－第２９条） 

第６章 移動等円滑化のために必要なその他の施設等（第３０条－第３３条） 

第７章 補則（第３４条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号。以下「法」とい

う。）第１０条第１項の規定に基づき、市が管理する市道の道路移動等円滑化基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例で使用する用語の意義は、法、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）、道路構造令（昭和４５年政令

第３２０号）及び移動等円滑化のために必要な道路の構造に関する基準を定める省令（平成１８年国土交通省令第１１６
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号）において使用する用語の例による。 

第２章 歩道等 

（歩道） 

第３条 道路（自転車歩行者道を設ける道路を除く。）には、歩道を設けるものとする。 

（有効幅員） 

第４条 歩道の有効幅員は、泉南市道路の構造の技術的基準を定める条例（平成２５年条例第 号。以下「道路構造条例」

という。）第１０条第３項に規定する幅員の値以上とするものとする。 

２ 自転車歩行者道の有効幅員は、道路構造条例第９条第２項に規定する幅員の値以上とするものとする。 

３ 歩道又は自転車歩行者道（以下「歩道等」という。）の有効幅員は、当該歩道等の高齢者、障害者等の交通の状況を考

慮して定めるものとする。 

（舗装） 

第５条 歩道等の舗装は、雨水を地下に円滑に浸透させることができる構造とするものとする。ただし、道路の構造、気象

状況その他の特別の状況によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

２ 歩道等の舗装は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとするものとする。 

（勾配） 

第６条 歩道等の縦断勾配は、５パーセント以下とするものとする。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを

得ない場合においては、８パーセント以下とすることができる。 

２ 歩道等（車両乗入れ部を除く。）の横断勾配は、１パーセント以下とするものとする。ただし、前条第１項ただし書に

規定する場合又は地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、２パーセント以下とすることがで

きる。 

（歩道等と車道等の分離） 
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第７条 歩道等には、車道若しくは車道に接続する路肩がある場合の当該路肩（以下「車道等」という。）又は自転車道に

接続して縁石線を設けるものとする。 

２ 歩道等（車両乗入れ部及び横断歩道に接続する部分を除く。）に設ける縁石の車道等に対する高さは１５センチメート

ル以上とし、当該歩道等の構造及び交通の状況並びに沿道の土地利用の状況等を考慮して定めるものとする。 

３ 歩行者の安全かつ円滑な通行を確保するため必要がある場合においては、歩道等と車道等の間に植樹帯を設け、又は歩

道等の車道等側に並木若しくは柵を設けるものとする。 

（高さ） 

第８条 歩道等（縁石を除く。）の車道等に対する高さは、５センチメートルを標準とするものとする。ただし、横断歩道

に接続する歩道等の部分にあっては、この限りでない。 

２ 前項の高さは、乗合自動車停留所及び車両乗入れ部の設置の状況等を考慮して定めるものとする。 

（横断歩道に接続する歩道等の部分） 

第９条 横断歩道に接続する歩道等の部分の縁端は、車道等の部分より高くするものとし、その段差は２センチメートルを

標準とするものとする。 

２ 前項の段差に接続する歩道等の部分は、車椅子を使用している者（以下「車椅子使用者」という。）が円滑に転回でき

る構造とするものとする。 

（車両乗入れ部） 

第１０条 第４条の規定にかかわらず、車両乗入れ部のうち第６条第２項の規定による基準を満たす部分の有効幅員は、２

メートル以上とするものとする。 

第３章 立体横断施設 

（立体横断施設） 

第１１条 道路には、高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に、高齢者、障害者等の円滑

85



な移動に適した構造を有する立体横断施設（以下「移動等円滑化された立体横断施設」という。）を設けるものとする。 

２ 移動等円滑化された立体横断施設には、エレベーターを設けるものとする。ただし、昇降の高さが低い場合その他の特

別の理由によりやむを得ない場合においては、エレベーターに代えて、傾斜路を設けることができる。 

３ 前項に規定するもののほか、移動等円滑化された立体横断施設には、高齢者、障害者等の交通の状況により必要がある

場合においては、エスカレーターを設けるものとする。 

（エレベーター） 

第１２条 移動等円滑化された立体横断施設に設けるエレベーターは、次に定める構造とするものとする。 

⑴ かごの内法幅は１．５メートル以上とし、内法奥行きは１．５メートル以上とすること。 

⑵ 前号の規定にかかわらず、かごの出入口が複数あるエレベーターであって、車椅子使用者が円滑に乗降できる構造の

もの（開閉するかごの出入口を音声により知らせる装置が設けられているものに限る。）にあっては、内法幅は１．４

メートル以上とし、内法奥行きは１．３５メートル以上とすること。 

⑶ かご及び昇降路の出入口の有効幅は、第１号の規定による基準に適合するエレベーターにあっては９０センチメート

ル以上とし、前号の規定による基準に適合するエレベーターにあっては８０センチメートル以上とすること。 

⑷ かご内に、車椅子使用者が乗降する際にかご及び昇降路の出入口を確認するための鏡を設けること。ただし、第２号

の規定による基準に適合するエレベーターにあっては、この限りでない。 

⑸ かご及び昇降路の出入口の戸にガラスその他これに類するものがはめ込まれていることにより、かご外からかご内が

視覚的に確認できる構造とすること。 

⑹ かご内に手すりを設けること。 

⑺ かご及び昇降路の出入口の戸の開扉時間を延長する機能を設けること。 

⑻ かご内に、かごが停止する予定の階及びかごの現在位置を表示する装置を設けること。 

⑼ かご内に、かごが到着する階並びにかご及び昇降路の出入口の戸の閉鎖を音声により知らせる装置を設けること。 
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⑽ かご内及び乗降口には、車椅子使用者が円滑に操作できる位置に操作盤を設けること。 

⑾ かご内に設ける操作盤及び乗降口に設ける操作盤のうち視覚障害者が利用する操作盤は、点字をはり付けること等に

より視覚障害者が容易に操作できる構造とすること。 

⑿ 乗降口に接続する歩道等又は通路の部分の有効幅は１．５メートル以上とし、有効奥行きは１．５メートル以上とす

ること。 

⒀ 停止する階が３以上であるエレベーターの乗降口には、到着するかごの昇降方向を音声により知らせる装置を設ける

こと。ただし、かご内にかご及び昇降路の出入口の戸が開いた時にかごの昇降方向を音声により知らせる装置が設けら

れている場合においては、この限りでない。 

（傾斜路） 

第１３条 移動等円滑化された立体横断施設に設ける傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。）は、次に定める構造とするも

のとする。 

⑴ 有効幅員は、２メートル以上とすること。ただし、設置場所の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合にお

いては、１メートル以上とすることができる。 

⑵ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、設置場所の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合に

おいては、８パーセント以下とすることができる。 

⑶ 横断勾配は、設けないこと。 

⑷ ２段式の手すりを両側に設けること。 

⑸ 手すり端部の付近には、傾斜路の通ずる場所を示す点字をはり付けること。 

⑹ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとすること。 

⑺ 傾斜路の勾配部分は、その接続する歩道等又は通路の部分との色の輝度比が大きいこと等により当該勾配部分を容易

に識別できるものとすること。 
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⑻ 傾斜路の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただし、側面が壁面である場合に

おいては、この限りでない。 

⑼ 傾斜路の下面と歩道等の路面との間が２．５メートル以下の歩道等の部分への進入を防ぐため必要がある場合におい

ては、柵その他これに類する工作物を設けること。 

⑽ 高さが７５センチメートルを超える傾斜路にあっては、高さ７５センチメートル以内ごとに踏み幅１．５メートル以

上の踊場を設けること。 

（エスカレーター） 

第１４条 移動等円滑化された立体横断施設に設けるエスカレーターは、次に定める構造とするものとする。 

⑴ 上り専用のものと下り専用のものをそれぞれ設置すること。 

⑵ 踏み段の表面及びくし板は、滑りにくい仕上げとすること。 

⑶ 昇降口において、３枚以上の踏み段が同一平面上にある構造とすること。 

⑷ 踏み段の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大きいこと等により踏み段相互の境界を容易に識別できるものとす

ること。 

⑸ くし板の端部と踏み段の色の輝度比が大きいこと等によりくし板と踏み段との境界を容易に識別できるものとするこ

と。 

⑹ エスカレーターの上端及び下端に近接する歩道等及び通路の路面において、エスカレーターへの進入の可否を示すこ

と。 

⑺ 踏み段の有効幅は、１メートル以上とすること。ただし、歩行者の交通量が少ない場合においては、６０センチメー

トル以上とすることができる。 

（通路） 

第１５条 移動等円滑化された立体横断施設に設ける通路は、次に定める構造とするものとする。 
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⑴ 有効幅員は、２メートル以上とし、当該通路の高齢者、障害者等の通行の状況を考慮して定めること。 

⑵ 縦断勾配及び横断勾配は設けないこと。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合又は路面の排水のために必要

な場合においては、この限りでない。 

⑶ ２段式の手すりを両側に設けること。 

⑷ 手すりの端部の付近には、通路の通ずる場所を示す点字をはり付けること。 

⑸ 路面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとすること。 

⑹ 通路の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただし、側面が壁面である場合にお

いては、この限りでない。 

（階段） 

第１６条 移動等円滑化された立体横断施設に設ける階段（その踊場を含む。以下同じ。）は、次に定める構造とするもの

とする。 

⑴ 有効幅員は、１．５メートル以上とすること。 

⑵ ２段式の手すりを両側に設けること。 

⑶ 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字をはり付けること。 

⑷ 回り段としないこと。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

⑸ 踏面は、平たんで、滑りにくく、かつ、水はけの良い仕上げとすること。 

⑹ 踏面の端部とその周囲の部分との色の輝度比が大きいこと等により段を容易に識別できるものとすること。 

⑺ 段鼻の突き出しその他のつまずきの原因となるものを設けない構造とすること。 

⑻ 階段の両側には、立ち上がり部及び柵その他これに類する工作物を設けること。ただし、側面が壁面である場合にお

いては、この限りでない。 

⑼ 階段の下面と歩道等の路面との間が２．５メートル以下の歩道等の部分への進入を防ぐため必要がある場合において
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は、柵その他これに類する工作物を設けること。 

⑽ 階段の高さが３メートルを超える場合においては、その途中に踊場を設けること。 

⑾ 踊場の踏み幅は、直階段の場合にあっては１．２メートル以上とし、その他の場合にあっては当該階段の幅員の値以

上とすること。 

第４章 乗合自動車停留所 

（高さ） 

第１７条 乗合自動車停留所を設ける歩道等の部分の車道等に対する高さは、１５センチメートルを標準とするものとする。 

（ベンチ及び上屋） 

第１８条 乗合自動車停留所には、ベンチ及びその上屋を設けるものとする。ただし、それらの機能を代替する施設が既に

存する場合又は地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

第５章 自動車駐車場 

（障害者用駐車施設） 

第１９条 自動車駐車場には、障害者が円滑に利用できる駐車の用に供する部分（以下「障害者用駐車施設」という。）を

設けるものとする。 

２ 障害者用駐車施設の数は、自動車駐車場の全駐車台数が２００以下の場合にあっては当該駐車台数に５０分の１を乗じ

て得た数以上とし、全駐車台数が２００を超える場合にあっては当該駐車台数に１００分の１を乗じて得た数に２を加え

た数以上とするものとする。 

３ 障害者用駐車施設は、次に定める構造とするものとする。 

⑴ 当該障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口からの距離ができるだけ短くなる位置に設けること。 

⑵ 有効幅は、３．５メートル以上とすること。 

⑶ 障害者用である旨を見やすい方法により表示すること。 
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（障害者用停車施設） 

第２０条 自動車駐車場の自動車の出入口又は障害者用駐車施設を設ける階には、障害者が円滑に利用できる停車の用に供

する部分（以下「障害者用停車施設」という。）を設けるものとする。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合に

おいては、この限りでない。 

２ 障害者用停車施設は、次に定める構造とするものとする。 

⑴ 当該障害者用停車施設へ通ずる歩行者の出入口からの距離ができるだけ短くなる位置に設けること。 

⑵ 車両への乗降の用に供する部分の有効幅は１．５メートル以上とし、有効奥行きは１．５メートル以上とする等、障

害者が安全かつ円滑に乗降できる構造とすること。 

⑶ 障害者用である旨を見やすい方法により表示すること。 

（出入口） 

第２１条 自動車駐車場の歩行者の出入口は、次に定める構造とするものとする。ただし、当該出入口に近接した位置に設

けられる歩行者の出入口については、この限りでない。 

⑴ 有効幅は、９０センチメートル以上とすること。ただし、当該自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口のうち１以上

の出入口の有効幅は、１．２メートル以上とすること。 

⑵ 戸を設ける場合は、当該戸は、有効幅を１．２メートル以上とする当該自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口のう

ち、１以上の出入口にあっては自動的に開閉する構造とし、その他の出入口にあっては車椅子使用者が円滑に開閉して

通過できる構造とすること。 

⑶ 車椅子使用者が通過する際に支障となる段差を設けないこと。 

（通路） 

第２２条 障害者用駐車施設へ通ずる歩行者の出入口から当該障害者用駐車施設に至る通路のうち１以上の通路は、次に定

める構造とするものとする。 
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⑴ 有効幅員は、２メートル以上とすること。 

⑵ 車椅子使用者が通過する際に支障となる段差を設けないこと。 

⑶ 路面は、平たんで、かつ、滑りにくい仕上げとすること。 

（エレベーター） 

第２３条 自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口がない階（障害者用駐車施設が設けられている階に限る。）を有する自

動車駐車場には、当該階に停止するエレベーターを設けるものとする。ただし、構造上の理由によりやむを得ない場合に

おいては、エレベーターに代えて、傾斜路を設けることができる。 

２ 前項のエレベーターのうち１以上のエレベーターは、前条に規定する出入口に近接して設けるものとする。 

３ 第１２条第１号から第４号までの規定は、第１項のエレベーター（前項のエレベーターを除く。）について準用する。 

４ 第１２条の規定は、第２項のエレベーターについて準用する。 

（傾斜路） 

第２４条 第１３条の規定は、前条第１項の傾斜路について準用する。 

（階段） 

第２５条 第１６条の規定は、自動車駐車場外へ通ずる歩行者の出入口がない階に通ずる階段の構造について準用する。 

（屋根） 

第２６条 屋外に設けられる自動車駐車場の障害者用駐車施設、障害者用停車施設及び第２２条に規定する通路には、屋根

を設けるものとする。 

（便所） 

第２７条 障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合は、当該便所は、次に定める構造とするものとする。 

⑴ 便所の出入口付近に、男子用及び女子用の区別（当該区別がある場合に限る。）並びに便所の構造を視覚障害者に示

すための点字による案内板その他の設備を設けること。 
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⑵ 床の表面は、滑りにくい仕上げとすること。 

⑶ 男子用小便器を設ける場合においては、１以上の床置式小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５センチメートル

以下のものに限る。）その他これらに類する小便器を設けること。 

⑷ 前号の規定により設けられる小便器には、手すりを設けること。 

２ 障害者用駐車施設を設ける階に便所を設ける場合は、そのうち１以上の便所は、次の各号に掲げる基準のいずれかに適

合するものとする。 

⑴ 便所（男子用及び女子用の区別があるときは、それぞれの便所）内に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を

有する便房が設けられていること。 

⑵ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所であること。 

第２８条 前条第２項第１号の便房を設ける便所は、次に定める構造とするものとする。 

⑴ 第２２条に規定する通路と便所との間の経路における通路のうち１以上の通路は、同条各号に定める構造とすること。 

⑵ 出入口の有効幅は、８０センチメートル以上とすること。 

⑶ 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。ただし、傾斜路を設ける場合においては、

この限りでない。 

⑷ 出入口には、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていることを表示する案内標識を

設けること。 

⑸ 出入口に戸を設ける場合においては、当該戸は、次に定める構造とすること。 

ア 有効幅は、８０センチメートル以上とすること。 

イ 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造とすること。 

⑹ 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さを確保すること。 

２ 前条第２項第１号の便房は、次に定める構造とするものとする。 
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⑴ 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段を設けないこと。 

⑵ 出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有するものであることを表示する案内標識を

設けること。 

⑶ 腰掛便座及び手すりを設けること。 

⑷ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具を設けること。 

３ 第１項第２号、第５号及び第６号の規定は、前項の便房について準用する。 

第２９条 前条第１項第１号から第３号まで、第５号及び第６号並びに第２項第２号から第４号までの規定は、第２７条第

２項第２号の便所について準用する。この場合において、前条第２項第２号中「当該便房」とあるのは、「当該便所」と

読み替えるものとする。 

第６章 移動等円滑化のために必要なその他の施設等 

（案内標識） 

第３０条 交差点、駅前広場その他の移動の方向を示す必要がある箇所には、高齢者、障害者等が見やすい位置に、高齢者、

障害者等が日常生活又は社会生活において利用すると認められる官公庁施設、福祉施設その他の施設及びエレベーターそ

の他の移動等円滑化のために必要な施設の案内標識を設けるものとする。 

２ 前項の案内標識には、点字、音声その他の方法により視覚障害者を案内する設備を設けるものとする。 

（視覚障害者誘導用ブロック） 

第３１条 歩道等、立体横断施設の通路、乗合自動車停留所及び自動車駐車場の通路には、視覚障害者の移動等円滑化のた

めに必要であると認められる箇所に、視覚障害者誘導用ブロックを敷設するものとする。 

２ 視覚障害者誘導用ブロックの色は、黄色その他の周囲の路面との輝度比が大きいこと等により当該ブロック部分を容易

に識別できる色とするものとする。 

３ 視覚障害者誘導用ブロックには、視覚障害者の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に、音声により視覚
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障害者を案内する設備を設けるものとする。 

（休憩施設） 

第３２条 歩道等には、適当な間隔でベンチ及びその上屋を設けるものとする。ただし、これらの機能を代替するための施

設が既に存する場合その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、この限りでない。 

（照明施設） 

第３３条 歩道等及び立体横断施設には、照明施設を連続して設けるものとする。ただし、夜間における当該歩道等及び立

体横断施設の路面の照度が十分に確保される場合においては、この限りでない。 

２ 乗合自動車停留所及び自動車駐車場には、高齢者、障害者等の移動等円滑化のために必要であると認められる箇所に、

照明施設を設けるものとする。ただし、夜間における当該乗合自動車停留所及び自動車駐車場の路面の照度が十分に確保

される場合においては、この限りでない。 

第７章 補則 

（委任） 

第３４条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第３条の規定により歩道を設けるものとされる道路の区間のうち、一体的に移動等円滑化を図ることが特に必要な道路

の区間について、市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、第３条の規定にかかわらず、当

分の間、歩道に代えて、車道及びこれに接続する路肩の路面における凸部、車道における狭窄
さく

部又は屈曲部その他の自動

車を減速させて歩行者又は自転車の安全な通行を確保するための道路の部分を設けることができる。 
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３ 第３条の規定により歩道を設けるものとされる道路の区間のうち、一体的に移動等円滑化を図ることが特に必要な道路

の区間について、市街化の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、第４条の規定にかかわらず、当

分の間、当該区間における歩道の有効幅員を１．５メートルまで縮小することができる。 

４ 移動等円滑化された立体横断施設に設けられるエレベーター又はエスカレーターが存する道路の区間について、地形の

状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、第４条の規定にかかわらず、当分の間、当該区間における

歩道等の有効幅員を１メートルまで縮小することができる。 

５ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ないため、第８条の規定による基準をそのまま適用することが適当でな

いと認められるときは、当分の間、この規定による基準によらないことができる。 

６ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合においては、第１０条の規定の適用については、当分の間、同

条中「２メートル」とあるのは、「１メートル」とする。 
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議案第１７号 

  

泉南市都市公園条例の一部を改正する条例の制定について 

  

泉南市都市公園条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第１０５

号）により、都市公園法（昭和３１年法律第７９号）が改正され、都市公園及び公園施設の設置及び基準を定めるため、本

条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市都市公園条例の一部を改正する条例 

  

泉南市都市公園条例（昭和５６年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

目次を次のように改める。 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 都市公園及び公園施設の設置及び基準（第３条―第７条の１３） 

第３章 都市公園の管理（第８条―第１９条） 

第４章 有料公園施設（第２０条―第２６条） 

第５章 雑則（第２７条―第３５条） 

第６章 罰則（第３６条） 

附則 

第１条中「命令」の次に「並びに高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号。以

下「円滑化法」という。）」を、「公園の」の次に「設置及び」を加える。 

第３１条第１項第１号中「第３条」を「第８条」に、「第２９条」を「第３４条」に改め、同項第２号中「第５条（第２

９条」を「第１０条（第３４条」に改め、同項第３号中「第１１条（第２９条」を「第１６条（第３４条」に、「第１９

条」を「第２４条」に改め、同条を第３６条とする。 

第５章を第６章とする。 
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第４章中第３０条を第３５条とする。 

第２９条中「第３条から第２７条」を「第８条から第３２条」に改め、同条を第３４条とし、第２８条を第３３条とし、

第２７条を第３２条とし、第２６条を第３１条とする。 

第２５条中「第３条」を「第８条」に改め、同条を第３０条とする。 

第２４条中「第３条」を「第８条」に、「第１１条又は第１９条」を「第１６条又は第２４条」に改め、同条を第２９条

とし、第２３条を第２８条とする。 

第２２条中「第１３条」を「第１８条」に、「第２０条」を「第２５条」に改め、同条を第２７条とする。 

第４章を第５章とする。 

第３章中第２１条を第２６条とし、第２０条を第２５条とする。 

第１９条中「第１７条」を「第２２条」に改め、同条を第２４条とする。 

第１８条中「第１５条」を「第２０条」に改め、同条を第２３条とする。 

第１７条を第２２条とし、第１６条を第２１条とし、第１５条を第２０条とする。 

第３章を第４章とする。 

第２章中第１４条を第１９条とする。 

第１３条第１項中「第３条」を「第８条」に改め、同条を第１８条とし、第１２条を第１７条とし、第１１条の６を第１

６条の６とし、第１１条の５を第１６条の５とし、第１１条の４を第１６条の４とする。 

第１１条の３第１項第２号中「第１１条の６」を「第１６条の６」に改め、同条を第１６条の３とし、第１１条の２を第

１６条の２とする。 

第１１条第１項中「第３条」を「第８条」に改め、同条第２項中「第３条」を「第８条」に改め、同条を第１６条とし、

第１０条を第１５条とし、第９条を第１４条とし、第８条を第１３条とする。 

第７条第１号及び第２号を次のように改める。 
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⑴ 公園施設を設けようとするときは、次に掲げる事項 

ア 設置の目的 

イ 設置の期間 

ウ 設置の場所 

エ 公園施設の構造 

オ 公園施設の管理の方法 

カ 工事実施の方法 

キ 工事の着手及び完了の時期 

ク 都市公園の復旧方法 

ケ その他市長の指示する事項 

⑵ 公園施設を管理しようとするときは、次に掲げる事項 

ア 管理の目的 

イ 管理の期間 

ウ 管理する公園施設 

エ 管理の方法 

オ その他市長の指示する事項 

第７条を第１２条とし、第６条を第１１条とする。 

第５条ただし書中「第３条」を「第８条」に、「第９条」を「第１４条」に改め、同条を第１０条とし、第４条を第９条

とする。 

第３条第１項第２号中「第１７条」を「第２２条」に改め、同条を第８条とする。 

第２章を第３章とし、第１章の次に次の１章を加える。 
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第２章 都市公園及び公園施設の設置及び基準 

（住民１人あたりの都市公園の敷地面積の標準） 

第３条 本市の区域内の都市公園の住民１人当たりの敷地面積の標準は、１０平方メートル以上とし、市街地の都市公園の

当該市街地の住民１人当たりの敷地面積の標準は、５平方メートル以上とする。 

（都市公園の配置及び規模の基準） 

第４条 次に掲げる都市公園を設置する場合においては、それぞれの特質に応じて都市公園の分布の均衡を図り、かつ、防

火、避難等災害の防止に資するよう考慮するほか、次に掲げるところによりその配置及び規模を定めるものとする。 

⑴ 主として街区内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、街区内に居住する者が容易に利用する

ことができるように配置し、その敷地面積は、０．２５ヘクタールを標準として定めること。 

⑵ 主として近隣に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、近隣に居住する者が容易に利用すること

ができるように配置し、その敷地面積は、２ヘクタールを標準として定めること。 

⑶ 主として徒歩圏域内に居住する者の利用に供することを目的とする都市公園は、徒歩圏域内に居住する者が容易に

利用できるように配置し、その敷地面積は、４ヘクタールを標準として定めること。 

⑷ 主として本市の区域内に居住する者の休息、鑑賞、散歩、遊戯、運動等総合的な利用に供することを目的とする都

市公園及び主として運動の用に供することを目的とする都市公園は、容易に利用することができるように配置し、そ

れぞれの利用目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮することができるようにその敷地面積を定めること。 

２ 主として公害又は災害を防止することを目的とする緩衝地帯としての都市公園、主として風致の享受の用に供すること

を目的とする都市公園、主として動植物の生息地又は生育地である樹林地等の保護を目的とする都市公園、主として市街

地の中心部における休息又は鑑賞の用に供することを目的とする都市公園等前項各号に掲げる都市公園以外の都市公園を

設置する場合においては、それぞれの設置目的に応じて都市公園としての機能を十分発揮することができるように配置し、

及びその敷地面積を定めるものとする。 
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（公園施設の設置基準） 

第５条 法第４条第１項本文に規定する一の公園施設として設けられる建築物（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第２条第１号に規定する建築物をいう。以下同じ。）の建築面積の総計の当該都市公園の敷地面積に対する割合は、１０

０分の２を超えてはならない。ただし、動物園等教養施設等を設ける場合その他次条で定める公園施設を設置する当該都

市公園については、次条で定める範囲内でこれを超えることができる。 

（公園施設の設置基準の特別の場合） 

第６条 前条ただし書で定める特別の場合は、次に掲げる場合とする。 

⑴ 都市公園法施行令（昭和３１年政令第２９０号。以下「令」という。）第５条第２項に規定する休養施設、同条第

４項に規定する運動施設、同条第５項に規定する教養施設、同条第８項に規定する備蓄倉庫その他同項の国土交通省

令で定める災害応急対策に必要な施設を設ける場合に限り、当該都市公園の敷地面積の１００分の１０を限度として

前条の規定により認められる建築面積を超えることができることとする。 

⑵ 前号の休養施設又は教養施設である建築物のうち次のアからウまでのいずれかに該当する建築物を設ける場合に限

り、当該都市公園の敷地面積の１００分の２０を限度として前条の規定により認められる建築面積を超えることがで

きることとする。 

ア 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号）の規定により国宝、重要文化財、重要有形民俗文化財、特別史跡名

勝天然記念物若しくは史跡名勝天然記念物として指定され、又は登録有形文化財、登録有形民俗文化財若しくは登録

記念物として登録された建築物その他これらに準じて歴史上又は学術上価値の高いものとして国土交通省令で定める

建築物 

イ 景観法（平成１６年法律第１１０号）の規定により景観重要建造物として指定された建築物 

ウ 地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（平成２０年法律第４０号）の規定により歴史的風致形成

建造物として指定された建築物 
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⑶ 屋根付広場、壁を有しない雨天用運動場その他の高い開放性を有する建築物として国土交通省令で定めるものを設

ける場合に限り、当該都市公園の敷地面積の１００分の１０を限度として前条又は前２号の規定により認められる建

築面積を超えることができることとする。 

⑷ 仮設公園施設（３月を限度として公園施設として臨時に設けられる建築物をいい、前３号に規定する建築物を除く。

以下同じ。）を設ける場合に限り、当該都市公園の敷地面積の１００分の２を限度として前条又は前３号の規定によ

り認められる建築面積を超えることができることとする。 

（移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準） 

第７条 円滑化法第１３条第１項に規定する移動等円滑化のために必要な特定公園施設の設置に関する基準は、高齢者又は

障害者で日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を受けるものその他日常生活又は社会生活に身体の機能上の制限を

受ける者の移動又は施設の利用に係る身体の負担を軽減することにより、その移動上又は施設の利用上の利便性及び安全

性を向上することを原則として、次条から第７条の１３までに定めるとおりとする。 

（園路及び広場） 

第７条の２ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律施行令（平成１８年政令第３７９号。以下「政令」という。）第３条第１号に規定する園路及び広場

を設ける場合は、そのうち１以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、９０センチメートル以上とすることができる。 

イ 車止めを設ける場合は、当該車止めの相互間の間隔のうち１以上は、９０センチメートル以上とすること。 

ウ 出入口からの水平距離が１５０センチメートル以上の水平面を確保すること。ただし、地形の状況その他の特別

の理由によりやむを得ない場合は、この限りではない。 
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エ オに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

オ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路（その踊場を含む。以下同じ。）を

併設すること。 

⑵ 通路は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１８０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、通路の末端の付近の広さを車椅子の回転に支障のないものとし、かつ、５０メートル以内ごとに車椅子が回転す

ることができる広さの場所を設けた上で、幅を１２０センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

エ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

８パーセント以下とすることができる。 

オ 横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

２パーセント以下とすることができる。 

カ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

⑶ 階段（その踊場を含む。以下同じ。）は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この

限りでない。 

イ 手すりの端部の付近には、階段の通ずる場所を示す点字を貼り付けること。 

ウ 回り段がないこと。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この限りでない。 

エ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

オ 段鼻の突き出しその他のつまづきの原因となるものが設けられていない構造のものであること。 
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カ 階段の両側には、立ち上がり部が設けられていること。ただし、側面が壁面である場合は、この限りでない。 

⑷ 階段を設ける場合は、傾斜路を併設しなければならない。ただし、地形の状況その他の特別の理由により傾斜路を

設けることが困難である場合は、エレベーター、エスカレーターその他の昇降機であって高齢者、障害者等の円滑な

利用に適した構造のものをもってこれに代えることができる。 

⑸ 傾斜路（階段又は段に代わり、又はこれに併設するものに限る。）は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、階段又は段に併設する場合は、９０センチメートル以上

とすることができる。 

イ 縦断勾配は、８パーセント以下とすること。 

ウ 横断勾配は、設けないこと。 

エ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

オ 高さが７５センチメートルを超える傾斜路にあっては、高さ７５センチメートル以内ごとに踏幅１５０センチメ

ートル以上の踊場が設けられていること。 

カ 手すりが両側に設けられていること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、この

限りでない。 

キ 傾斜路の両面には、立ち上がり部が設けられていること。ただし、側壁が壁面である場合は、この限りでない。 

⑹ 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、政令第１１条第２号に規定する点状ブロック等及び政令

第２１条第２項第１号に規定する線状ブロック等を適切に組み合わせて床面に敷設したもの（以下「視覚障害者誘導

ブロック」という。）その他の高齢者、障害者等の転落を防止するための設備が設けられていること。 

⑺ 次条から第７条の１０までの規定により設けられた特定公園施設のうちそれぞれ１以上及び高齢者、障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平成１８年国土交通省令第１１０号）第２条第２項の主要な公園施設に

接続していること。 
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（屋根付広場） 

第７条の３ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する屋根付広場を設ける場合は、そのう

ち１以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、８０センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

⑵ 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。 

（休憩所及び管理事務所） 

第７条の４ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する休憩所を設ける場合は、そのうち１

以上は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、８０センチメートル以上とすることができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の形状その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

エ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

(ア) 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

(イ) 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のものであること。 

⑵ カウンターを設ける場合は、そのうち１以上は、車椅子使用者の円滑な利用に適した構造のものであること。ただ
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し、常時勤務する者が容易にカウンターの前に出て対応できる構造である場合は、この限りでない。 

⑶ 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。 

⑷ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、

第７条の７第２項、第７条の８及び第７条の９の基準に適合するものであること。 

２ 前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する管理事務所について準用する。

この場合において、同項中「休憩所を設ける場合は、そのうち１以上は」とあるのは、「管理事務所は」と読み替えるも

のとする。 

（野外劇場及び野外音楽堂） 

第７条の５ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する野外劇場は、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。 

⑴ 出入口は、第７条の３第１項第１号の基準に適合するものであること。 

⑵ 出入口と次号の車椅子使用者用観覧スペース及び第４号の便所との間の経路を構成する通路は、次に掲げる基準に

適合するものであること。 

ア 幅は、１２０センチメートル以上とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合

は、通路の末端の付近の広さを車椅子の回転に支障のないものとした上で、幅を８０センチメートル以上とすること

ができる。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 

エ 縦断勾配は、５パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、

８パーセント以下とすることができる。 

オ 横断勾配は、１パーセント以下とすること。ただし、地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ない場合は、
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２パーセント以下とすることができる。 

カ 路面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

キ 高齢者、障害者等が転落するおそれのある場所には、柵、視覚障害者誘導用ブロックその他の高齢者、障害者等

の転落を防止するための設備が設けられていること。 

⑶ 当該野外劇場の収容定員が２００以下の場合は当該収容定員に５０分の１を乗じて得た数以上、収容定員が２００

を超える場合は当該収容定員に１００分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上の車椅子使用者が円滑に利用するこ

とができる観覧スペース（以下「車椅子使用者用観覧スペース」という。）を設けること。 

⑷ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、

第７条の７第２項、第７条の８及び第７条の９の基準に適合するものであること。 

２ 車椅子使用者用観覧スペースは、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 幅は９０センチメートル以上であり、奥行きは１２０センチメートル以上であること。 

⑵ 車椅子使用者が利用する際に支障となる段がないこと。 

⑶ 車椅子使用者が転落するおそれのある場所には、柵その他の車椅子使用者の転落を防止するための設備が設けられ

ていること。 

３ 前２項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する野外音楽堂について準用す

る。 

（駐車場） 

第７条の６ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する駐車場を設ける場合は、そのうち１

以上に、当該駐車場の全駐車台数が２００以下の場合は当該駐車台数に５０分の１を乗じて得た数以上、全駐車台数が２

００を超える場合は当該駐車台数に１００分の１を乗じて得た数に２を加えた数以上の車椅子使用者が円滑に利用するこ

とができる駐車施設（以下「車椅子使用者用駐車施設」という。）を設けなければならない。ただし、専ら大型自動二輪
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車及び普通自動二輪車（いずれも側車付のものを除く。）の駐車のための駐車場については、この限りでない。 

２ 車椅子使用者用駐車施設は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 幅は、３５０センチメートル以上とすること。 

⑵ 車椅子使用者用駐車施設又はその付近に、車椅子使用者用駐車施設の表示をすること。 

（便所） 

第７条の７ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所は、次に掲げる基準に適合する

ものでなければならない。 

⑴ 床の表面は、滑りにくい仕上げがなされたものであること。 

⑵ 男性用小便器を設ける場合は、１以上の床置式小便器、壁掛式小便器（受け口の高さが３５センチメートル以下の

ものに限る。）その他これらに類する小便器が設けられていること。 

⑶ 前号の規定により設けられる小便器には、手すりが設けられていること。 

２ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する便所を設ける場合は、そのうち１以上は、前

項に掲げる基準のほか、次に掲げる基準のいずれかに適合するものでなければならない。 

⑴ 便所（男性用及び女性用の区別があるときは、それぞれの便所）内に高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造

を有する便房が設けられていること。 

⑵ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所であること。 

第７条の８ 前条第２項第１号の便房が設けられた便所は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 出入口は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

ア 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

イ ウに掲げる場合を除き、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

ウ 地形の状況その他の特別の理由によりやむを得ず段を設ける場合は、傾斜路を併設すること。 
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エ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便房が設けられていることを表示する標識が設けられてい

ること。 

オ 戸を設ける場合は、当該戸は、次に掲げる基準に適合するものであること。 

(ア) 幅は、８０センチメートル以上とすること。 

(イ) 高齢者、障害者等が容易に開閉して通過できる構造のものであること。 

⑵ 車椅子使用者の円滑な利用に適した広さが確保されていること。 

２ 前条第２項第１号の便房は、次に掲げる基準に適合するものでなければならない。 

⑴ 出入口には、車椅子使用者が通過する際に支障となる段がないこと。 

⑵ 出入口には、当該便房が高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであることを表示する標識が設けられ

ていること。 

⑶ 腰掛便座及び手すりが設けられていること。 

⑷ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する水洗器具が設けられていること。 

３ 第１項第１号ア及びオ並びに第２号の規定は、前項の便房について準用する。 

第７条の９ 前条第１項第１号アからウまで及びオ並びに第２号並びに第２項第２号から第４号までの規定は、第７条の７

第２項第２号の便所について準用する。この場合において、前条第２項第２号中「当該便房」とあるのは、「当該便所」

と読み替えるものとする。 

（水飲場及び手洗場） 

第７条の１０ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する水飲場を設ける場合は、そのうち

１以上は、高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものでなければならない。 

２ 前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する手洗場について準用する。 

（掲示板及び標識） 
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第７条の１１ 不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する掲示板は、次に掲げる基準に適合

するものでなければならない。 

⑴ 高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造のものであること。 

⑵ 当該掲示板に表示された内容が容易に識別できるものであること。 

２ 前項の規定は、不特定かつ多数の者が利用し、又は主として高齢者、障害者等が利用する標識について準用する。 

第７条の１２ 第７条の２から前条までの規定により設けられた特定公園施設の配置を表示した標識を設ける場合は、その

うち１以上は、第７条の２の規定により設けられた園路及び広場の出入口の付近に設けなければならない。 

（一時使用目的の特定公園施設） 

第７条の１３ 災害等のため一時使用する特定公園施設の設置については、第７条の２から前条までの規定によらないこと

ができる。 

別表第１中「第１３条」を「第１８条」に改め、同表中「第３条」を「第８条」に改める。 

別表第２中「第１５条、第２０条」を「第２０条、第２５条」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第１８号 

  

市営住宅管理条例の一部を改正する条例の制定について 

  

市営住宅管理条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）が改正され、市営住宅の入居すべき収入基準を定めるため、本条例

を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

市営住宅管理条例の一部を改正する条例 

  

市営住宅管理条例（平成９年泉南市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１項に次のただし書を加える。 

ただし、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年法律第４９号。以下「密集市街地整備法」

という。）第１９条及びマンションの建替えの円滑化等に関する法律（平成１４年法律第７８号。以下「マンション建替

え法」という。）第１１７条の規定により市営住宅への入居を希望する旨を市長に申し出た者についてはこの限りではな

い。 

第４条第１項第１号中「第２７」を「第２７条」に改め、同条第２項を次のように改める。 

２ 法２３条第１号イの条例で定める場合及び条例で定める金額は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める金額

とする。 

⑴ 入居者が身体障害者である場合その他の特に居住の安定を図る必要があるものとして次に掲げる場合 ２１４，０

００円 

ア 入居者又は同居者に(ア)から(オ)までのいずれかに該当する者がある場合 

(ア) 障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）第２条に規定する障害者で、その障害の程度が次に掲げる障害の種

類に応じ、それぞれ次に定める障害の程度であるもの 

ａ 身体障害 身体障害者福祉法施行規則（昭和２５年厚生省令第１５号）別表第５号の１級から４級までのいず

れかに該当する程度 
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ｂ 精神障害（知的障害を除く。以下同じ。） 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律施行令（昭和２５年政

令第１５５号）第６条第３項に規定する１級から３級までのいずれかに該当する程度 

ｃ 知的障害 ｂに規定する精神障害の程度に相当する程度 

(イ) 戦傷病者特別援護法（昭和３８年法律第１６８号）第２条第１項に規定する戦傷病者でその障害の程度が恩 

給法（大正１２年法律第４８号）別表第１号表ノ２の特別項症から第６項症まで又は同法別表第１号表ノ３の第

１款症であるもの 

(ウ) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６年法律第１１７号）第１１条第１項の厚生労働大臣の認 

定を受けている者 

(エ) 海外からの引揚者で本邦に引き揚げた日から起算して５年を経過していないもの 

(オ) ハンセン病療養所入所者等に対する補償金の支給等に関する法律（平成１３年法律第６３号）第２条に規定 

するハンセン病療養所入所者等 

イ 入居者が６０歳以上の者であり、かつ、同居者のいずれもが６０歳以上又は１８歳未満の者である場合 

ウ 同居者に義務教育修了までの者がある場合 

⑵ 公営住宅が、法第８条第１項若しくは第３項若しくは激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

（昭和３７年法律第１５０号）第２２条第１項の規定による国の補助に係るもの又は第８条第１項各号のいずれかに

該当する場合において市が災害により滅失した住宅を居住していた低額所得者に転貸するために借り上げるものであ

る場合 ２１４，０００円（当該災害発生の日から３年を経過した後は、１５８，０００円） 

第４条に次の３項を加える。 

３ 法第２３条第１号ロの条例で定める金額は、１５８，０００円とする。 

４ 密集市街地整備法第２０条第１項第２号イ及びマンション建替え法第１１８条第１項第２号イの条例で定める金額は第

２項第１号及び前項に定めるとおりとする。 
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５ 密集市街地整備法第２０条第１項第２号ロ及びマンション建替え法第１１８条第１項第２号ロの条例で定める条件は、

第１項に定めるとおりとする。 

第７条第２項前段中「第４条」の次に「（第２項第２号を除く。）」を加え、同項中「第１項において引用する法第２３

条第２号（ロを除く。）中「、ロ又はハ」とあるのは「又はハ」と、「イ及びロ」とあり、及び「イ又はロ」とあるのは

「イ」と、「のいずれをも超えない範囲内で政令で定める金額」とあるのは「を超えない範囲内で住宅地区改良法施行令

（昭和３５年政令第１２８号。以下「改良法施行令」という。）第１２条の規定により読み替えられた令第６条第３項第２

号に定める金額」と、第４条第２項中「令第６条第３項第１号」とあるのは「改良法施行令第１２条の規定により読み替え

られた令第６条第３項第１号」と読み替えるものとする」を「第２項第１号中「２１４，０００円」とあるのは、「住宅地

区改良法施行令（昭和３５年政令第１２８号。以下「改良法施行令」という。）第１２条の規定により読み替えられた１３

９，０００円」と、同条第３項中「１５８．０００円」とあるのは「改良法施行令第１２条の規定により読み替えられた１

１４，０００円」と読み替えるものとする」に改める。 

第１０条第１項中「あって」の次に「、次項に該当する場合を除き」を加え、同条第２項中「前項」を「第１項」に改め、

同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 当該承認による同居の後における当該入居者に係る収入が、公営住宅の入居者にあっては第４条第２項及び同条第３項

に規定する金額、改良住宅の入居者にあっては第７条第２項において準用する第４条第２項及び同条第３項に規定する金

額を超えるとき。 

第１８条第３項中「手続き」を「手続」に改める。 

第１９条第２号中「塵芥」を「じんかい」に改める。 

第２２条第１項中「次の各号に掲げる場合にあっては当該各号」を「第４条第２項及び同条第３項（第７条第２項におい

て準用する場合を含む。）」に改め、同項各号を削る。 

第３９条第４項中「第１項」を「第２項」に改める。 
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第４２条中「拒否する」を「受け入れない」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日から平成２６年３月３１日までの間は、平成２１年４月１日において市営住宅に入居していた者に

係る法第２８条第１項に規定する収入の基準及び同条第２項に規定する毎月の家賃の算定方法並びに法第２９条第１項に

規定する収入の基準については、改正後の市営住宅管理条例（以下「改正後条例」という。）第４条第１項、同条第２項

及び第７条第２項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の日から平成２８年３月３１日までの間における改正後条例第４条第２項第１号イの規定については、

同号イ中「６０歳」とあるのは、「平成１８年３月３１日において５０歳」とする。 
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議案第１９号 

  

市営住宅等整備基準条例の制定について 

  

市営住宅等整備基準条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）が改正され、市営住宅及び共同施設の整備基準を定めるため、本条

例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

市営住宅等整備基準条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、公営住宅法（昭和２６法律第１９３号。以下「法」という。）第５条の規定に基づき、本市における

市営住宅及び共同施設（以下「市営住宅等」という。）の整備に関する基準を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この条例において、使用する用語の意義は、法及び市営住宅管理条例（平成９年泉南市条例第１５号）において使

用する用語の例による。 

（健全な地域社会の形成） 

第３条 市営住宅等はその周辺の地域を含めた健全な地域社会の形成に資するように考慮して整備しなければならない。 

（良好な住居環境の確保） 

第４条 市営住宅等は、安全、衛生、美観等を考慮し、かつ、入居者及び同居者（以下「入居者等」という。）にとつて便

利で快適なものとなるように整備しなければならない。 

（費用の縮減への配慮） 

第５条 市営住宅等の建設に当たっては、設計の標準化、合理的な工法の採用、規格化された資材の使用及び適切な耐久性

の確保に努めることにより、建設及び維持管理に要する費用の縮減に配慮しなければならない。 

（位置の選定） 

第６条 市営住宅等の敷地（以下「敷地」という。）の位置は、災害の発生のおそれが多い土地及び公害等により居住環境
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が著しく阻害されるおそれがある土地をできる限り避け、かつ、通勤、通学、日用品の購買その他入居者の日常生活の利

便を考慮して選定されたものでなければならない。 

（敷地の安全等） 

第７条 敷地が地盤の軟弱な土地、がけ崩れ又は出水のおそれがある土地その他これらに類する土地であるときは、当該敷

地に地盤の改良、擁壁の設置等安全上必要な措置が講じられていなければならない。 

２ 敷地には、雨水及び汚水を有効に排出し、又は処理するために必要な施設が設けられていなければならない。 

（住棟等の基準） 

第８条 住棟その他の建築物は、敷地内及びその周辺の地域の良好な居住環境を確保するために必要な日照、通風、採光、

開放性及びプライバシーの確保、災害の防止、騒音等による居住環境の阻害の防止等を考慮した配置でなければならない。 

（住宅の基準） 

第９条 住宅には、防火、避難及び防犯のための適切な措置が講じられていなければならない。 

２ 住宅（市営住宅のうち法第２条第４号に規定する公営住宅の買取り又は同条第６号に規定する公営住宅の借上げ（公営

住宅の用に供することを目的として建設された住宅及びその附帯施設の買取り又は借上げを除き、地域における多様な需

要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（平成１７年法律第７９号）第２条第１項に規定する公的賃貸住

宅等を買取り、又は賃借する場合にあっては、同法第６条第１項に規定する地域住宅計画に基づき実施される買取り又は

借上げに限る。）に係る市営住宅を除く。以下この条、次条第３項、第１１条及び第１２条において同じ。）には、外壁、

窓等を通しての熱の損失の防止その他の住宅に係るエネルギーの使用の合理化を適切に図るためのものとして規則に定め

る措置が講じられていなければならない。 

３ 住宅の床及び外壁の開口部には、当該部分の遮音性能の確保を適切に図るためのものとして規則に定める措置が講じら

れていなければならない。 

４ 住宅の構造耐力上主要な部分（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１条第３号に規定する構造耐力上主
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要な部分をいう。以下同じ。）及びこれと一体的に整備される部分には、当該部分の劣化の軽減を適切に図るためのもの

として規則に定める措置が講じられていなければならない。 

５ 住宅の給水、排水及びガスの設備に係る配管には、構造耐力上主要な部分に影響を及ぼすことなく点検及び補修を行う

ことができるためのものとして規則に定める措置が講じられていなければならない。 

（住戸の基準） 

第１０条 市営住宅の１戸の床面積の合計（共同住宅においては、共用部分の床面積を除く。）は、２５平方メートル以上

とする。ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所及び浴室を設ける場合は、この限りでない。 

２ 市営住宅の各住戸には、台所、水洗便所、洗面設備及び浴室並びにテレビジョン受信の設備及び電話配線が設けられて

いなければならない。ただし、共用部分に共同して利用するため適切な台所又は浴室を設けることにより、各住戸部分に

設ける場合と同等以上の居住環境が確保される場合にあっては、各住戸部分に台所又は浴室を設けることを要しない。 

３ 市営住宅の各住戸には、居室内における化学物質の発散による衛生上の支障の防止を図るためのものとして規則で定め

る措置が講じられていなければならない。 

（住戸内の各部） 

第１１条 住戸内の各部には、移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るための措置その他の高齢者等が日常生活を支障

なく営むことができるためのものとして規則で定める措置が講じられていなければならない。 

（共用部分） 

第１２条 市営住宅の通行の用に供する共用部分には、高齢者等の移動の利便性及び安全性の確保を適切に図るためのもの

として規則で定める措置が講じられていなければならない。 

（附帯施設） 

第１３条 敷地内には、必要な自転車置場、物置、ごみ置場等の附帯施設が設けられていなければならない。 

２ 前項の附帯施設は、入居者の衛生、利便等及び良好な居住環境の確保に支障が生じないように考慮されたものでなけれ
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ばならない。 

（児童遊園） 

第１４条 児童遊園の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟の配置等に応じて、入居者の利便及び

児童等の安全を確保した適切なものでなければならない。 

（集会所） 

第１５条 集会所の位置及び規模は、敷地内の住戸数、敷地の規模及び形状、住棟及び児童遊園の配置等に応じて、入居者

の利便を確保した適切なものでなければならない。 

（広場及び緑地） 

第１６条 広場及び緑地の位置及び規模は、良好な居住環境の維持増進に資するように考慮されたものでなければならない。 

（通路） 

第１７条 敷地内の通路は、敷地の規模及び形状、住棟等の配置並びに周辺の状況に応じて、日常生活の利便、通行の安全、

災害の防止、環境の保全等に支障がないような規模及び構造で合理的に配置されたものでなければならない。 

２ 通路における階段は、高齢者等の通行の安全に配慮し、必要な補助手すり又は傾斜路が設けられていなければならない。 

附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第２０号 

  

泉南市下水道条例の一部を改正する条例の制定について 

  

泉南市下水道条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、下水道法（昭和３３年法律第７９号）が改正され、公共下水道の構造の技術上の基準及び都市下水路の構造及

び維持管理に関する基準について定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市下水道条例の一部を改正する条例 

  

泉南市下水道条例（平成５年泉南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

目次を次のように改める。 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 排水設備の設置等（第３条―第１０条） 

第３章 公共下水道の使用（第１１条―第１７条） 

第４章 公共下水道の施設に関する構造基準等（第１８条－第１９条） 

第５章 使用料及び手数料（第２０条―第２７条） 

第６章 行為の許可及び占用（第２８条―第３２条） 

第７章 都市下水路（第３３条－第３５条） 

第８章 罰則（第３６条・第３７条） 

第９章 雑則（第３８条） 

附則 

第１条中「使用」の次に「並びに施設の構造及び維持管理の基準等」を加える。 

第２条中第１２号を第１３号とし、第５号から第１１号までを１号ずつ繰り下げ、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 排水施設 法第２条第２号に規定する排水施設をいう。 
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第１３条第１項中第４号を第５号とし、第１号から第３号までを１号ずつ繰り下げ、同項に第１号として次の１号を加え

る。 

⑴ アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 １リットルにつき３８０ミリグラム未満 

第１３条第１項に次の２号を加える。 

⑹ 窒素含有量 １リットルにつき２４０ミリグラム未満 

⑺ 燐含有量 １リットルにつき３２ミリグラム未満 

第１３条第２項各号列記以外の部分中「第３号までに」を「第４号まで、第６号及び第７号に」に改め、同項中第３号を

第４号とし、第２号を第３号とし、第１号を第２号とし、同項に第１号として次の１号を加える。 

⑴ アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 １リットルにつき１２５ミリグラム未満 

第１３条第２項に次の２号を加える。 

⑸ 窒素含有量 １リットルにつき１５０ミリグラム未満 

⑹ 燐含有量 １リットルにつき２０ミリグラム未満 

第１５条第１項中第７号を第１０号とし、第６号を第７号とし、同号の次に次の２号を加える。 

⑻ 窒素含有量 １リットルにつき２４０ミリグラム未満 

⑼ 燐含有量 １リットルにつき３２ミリグラム未満 

第１５条第１項中第５号を第６号とし、第４号を第５号とし、第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 １リットルにつき３８０ミリグラム未満 

第１５条第２項各号列記以外の部分中「第５号までに」を「第６号まで、第８号及び第９号に」に改め、同項中第４号を

第５号とし、第３号を第４号とし、第２号を第３号とし、第１号の次に次の１号を加える。 

⑵ アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量 １リットルにつき１２５ミリグラム未満 

第１５条第２項に次の２号を加える。 
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⑹ 窒素含有量 １リットルにつき１５０ミリグラム未満 

⑺ 燐含有量 １リットルにつき２０ミリグラム未満 

第３４条を第３８条とする。 

第８章を第９章とする。 

第７章中第３３条を第３７条とし、第３２条を第３６条とする。 

第７章を第８章とする。 

第３１条中「第２６条」を「第２８条」に、「第３０条」を「第３２条」に改め、第６章中同条を第３５条とし、同章中

同条の前に次の２条を加える。 

（都市下水路の構造の基準） 

第３３条 第１８条及び第１９条の規定は、都市下水路の構造の基準について準用する。 

（都市下水路の維持管理の基準） 

第３４条 都市下水路の維持管理の基準は、次のとおりとする。 

⑴ しゅんせつは、１年に１回以上行うものとする。ただし、下水の排除に支障がない部分については、この限りでな

い。 

⑵ 洗浄ゲートその他の洗浄のための施設があるときは、洗浄は、１月に１回以上行うものとする。 

第６章を第７章とする。 

第５章中第３０条を第３２条とし、第２６条から第２９条までを２条ずつ繰り下げる。 

第５章を第６章とする。 

第４章中第２５条を第２７条とし、第１８条から第２４条までを２条ずつ繰り下げる。 

第４章を第５章とし、第３章の次に次の１章を加える。 

第４章 公共下水道の施設に関する構造基準等 
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（排水施設の構造の技術上の基準） 

第１８条 公共下水道の排水施設（これを補完する施設を含む。）の構造の基準は、次のとおりとする。 

⑴ 堅固で耐久性を有する構造とする。 

⑵ コンクリートその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水及び地下水の浸入を最小限度のものとする措置を講ずるも

のとする。ただし、雨水を排除すべきものについては、多孔管その他雨水を地下に浸透させる機能を有するものとす

ることができる。 

⑶ 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生ずるおそれのないものとして規則で定めるものを

除く。）にあっては、覆い又は柵の設置その他下水の飛散を防止し、及び人の立ち入りを制限する措置を講ずるもの

とする。 

⑷ 下水の貯留等により腐食するおそれのある部分にあっては、ステンレス鋼その他の腐食しにくい材料で造り、又は

腐食を防止する装置を講ずるものとする。 

⑸ 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の改良、可撓継手の設置その他の規則で定める措置を

講ずるものとする。 

⑹ 排水管の内径及び排水渠の断面積は、規則で定める数値を下回らないものとし、かつ、計画下水量に応じ、排除す

べき下水を支障なく流下させることができるものとする。 

⑺ 流下する下水の水勢により損傷するおそれのある部分にあっては、減勢工の設置その他水勢を緩和する装置を講ず

るものとする。 

⑻ 暗渠その他の地下に設ける構造の部分で流下する下水により気圧が急激に変動する箇所にあっては、排気口の設置

その他気圧の急激な変動を緩和する措置を講ずるものとする。 

⑼ 暗渠である構造の部分の下水の流路の方向又は勾配が著しく変化する箇所その他管渠の清掃上必要な箇所にあって

は、マンホールを設ける。 
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⑽ ます又はマンホールには、蓋（汚水を排除すべきます又はマンホールにあっては、密閉することができる蓋）を設

ける。 

（適用除外） 

第１９条 前条の規定は、次に掲げる公共下水道については、適用しない。 

⑴ 工事を施工するために仮に設けられる公共下水道 

⑵ 非常災害のために必要な応急措置として設けられる公共下水道 

附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第２１号 

 

泉南市準用河川管理施設等構造条例の制定について 

 

 泉南市準用河川管理施設等構造条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第３７

号）により、河川法（昭和３９年法律第１６７号）が改正され、準用河川に係る河川管理施設等の構造について河川管理上

必要とされる技術的基準を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市準用河川管理施設等構造条例 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 堤防（第３条―第１４条） 

第３章 床止め（第１５条―第１８条） 

第４章 堰（第１９条―第２８条） 

第５章 水門及び樋門（第２９条―第３６条） 

第６章 橋（第３７条―第４２条） 

第７章 伏せ越し（第４３条―第４７条） 

第８章 雑則（第４８条―第４９条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、泉南市内における準用河川管理施設又は河川法（昭和３９年法律第１６７号。以下「法」という。）

第２６条第１項の許可を受けて設置される工作物（以下「許可工作物」という。）のうち、堤防その他の主要なものの構

造について準用河川管理上必要とされる一般的技術的基準を定めるものとする。 

（用語の定義） 
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第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

⑴ 計画高水流量 過去の主要な洪水及びこれらによる災害の発生の状況並びに流域及び災害の発生を防止すべき地域の

気象、地形、地質、開発の状況等を総合的に考慮して、河川管理者が定めた高水流量をいう。 

⑵ 計画横断形 計画高水流量の流水を流下させ、背水が河川外に流出することを防止し、河川を適正に利用させ、流水

の正常な機能を維持し、及び河川環境の整備と保全をするために必要な河川の横断形で、河川管理者が定めたものをい

う。 

⑶ 流下断面 流水の流下に有効な河川の横断面をいう。 

⑷ 計画高水位 計画高水流量及び計画横断形に基づいて、又は流水の貯留を考慮して、河川管理者が定めた高水位をい

う。 

第２章 堤防 

（適用の範囲） 

第３条 この章の規定は、流水が河川外に流出することを防止するために設ける堤防について適用する。 

（構造の原則） 

第４条 堤防は、護岸、水制その他これらに類する施設と一体として、計画高水位以下の水位の流水の通常の作用に対して

安全な構造とするものとする。 

（材質及び構造） 

第５条 堤防は、盛土により築造するものとする。ただし、土地利用の状況その他の特別の事情によりやむを得ないと認め

られる場合においては、その全部若しくは主要な部分がコンクリート、鋼矢板若しくはこれらに準ずるものによる構造の

ものとし、又はコンクリート構造若しくはこれに準ずる構造の胸壁を有するものとすることができる。 

（高さ） 

第６条 堤防の高さは、計画高水位に０．６メートルを加えた値以上とするものとする。ただし、堤防に隣接する堤内の土
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地の地盤高（以下「堤内地盤高」という。）が計画高水位より高く、かつ、地形の状況等により治水上の支障がないと認

められる区間にあっては、この限りでない。 

２ 胸壁を有する堤防の胸壁を除いた部分の高さは、計画高水位以上とするものとする。 

３ 計画高水位が堤内地盤高より高く、かつ、その差が０．６メートル未満である区間においては、計画高水流量が１秒間

につき５０立方メートル未満であり、かつ、堤防の天端幅が２．５メートル以上である場合は、第１項の規定にかかわら

ず、計画高水位に０．３メートルを加えた値以上とするものとする。 

（天端幅） 

第７条 堤防の天端幅は、堤防の高さと堤内地盤高との差が０．６メートル未満である区間を除き、３メートル以上とする

ものとする。 

２ 計画高水位が堤内地盤高より高く、かつ、その差が０．６メートル未満である区間においては、第１項の規定にかかわ

らず、計画高水流量に応じ、次の表の下欄に掲げる値以上とするものとする。 

項 計画高水流量（単位 １秒間につき立方メートル） 天端幅（単位 メートル）

１ ５０未満 ２ 

２ ５０以上 

１００未満 

２．５ 

（盛土による堤防の法勾配等） 

第８条 盛土による堤防（胸壁の部分及び護岸で保護される部分を除く。次項において同じ。）の法勾配は、堤防の高さと

堤内地盤高との差が０．６メートル未満である区間を除き、５０パーセント以下とするものとする。 

２ 盛土による堤防の法面は、芝等によって覆うものとする。 

（護岸） 

第９条 流水の作用から堤防を保護するため必要がある場合においては、堤防の表法面に護岸を設けるものとする。 
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（水制） 

第１０条 流水の作用から堤防を保護するため、流水の方向を規制し、又は水勢を緩和する必要がある場合においては、適

当な箇所に水制を設けるものとする。 

（管理用通路） 

第１１条 堤防には、規則で定めるところにより、河川の管理のための通路（以下「管理用通路」という。）を設けるもの

とする。 

（背水区間の堤防の高さ及び天端幅の特例） 

第１２条 甲河川と乙河川が合流することにより乙河川に背水が生ずることとなる場合においては、合流箇所より上流の乙

河川の堤防の高さは、第６条第１項の規定により定められるその箇所における甲河川の堤防の高さを下回らないものとす

るものとする。ただし、堤内地盤高が計画高水位より高く、かつ、地形の状況等により治水上の支障がないと認められる

区間及び逆流を防止する施設によって背水が生じないようにすることができる区間にあっては、この限りでない。 

２ 前項本文の規定により乙河川の堤防の高さが定められる場合においては、その高さと乙河川に背水が生じないとした場

合に定めるべき計画高水位に０．６メートルを加えた高さとが一致する地点から当該合流箇所までの乙河川の区間（以下

「背水区間」という。）の堤防の天端幅は、第７条第１項の規定により定められるその箇所における甲河川の堤防の天端

幅を下回らないものとするものとする。ただし、堤内地盤高が計画高水位より高く、かつ、地形の状況等により治水上の

支障がないと認められる区間にあっては、この限りでない。 

（天端幅の規定の適用除外等） 

第１３条 その全部又は主要な部分がコンクリート、鋼矢板又はこれらに準ずるものによる構造の堤防については、第７条、

前条第２項の規定は、適用しない。 

２ 胸壁を有する堤防に関する第７条、前条第２項の規定の適用については、胸壁を除いた部分の上面における堤防の幅か

ら胸壁の直立部分の幅を減じたものを堤防の天端幅とみなす。 
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（連続しない工期を定めて段階的に築造される堤防の特例） 

第１４条 堤防の地盤の地質、対岸の状況、上流及び下流における河岸及び堤防の高さその他の特別の事情により、連続し

ない工期を定めて段階的に堤防を築造する場合においては、それぞれの段階における堤防について、計画堤防の高さと当

該段階における堤防の高さとの差に相当する値を計画高水位から減じた値の水位を計画高水位とみなして、この章（第１

２条及び前条を除く。）の規定を準用する。 

第３章 床止め 

（構造の原則） 

第１５条 床止めは、計画高水位以下の水位の流水の作用に対して安全な構造とするものとする。 

２ 床止めは、付近の河岸及び河川管理施設の構造に著しい支障を及ぼさない構造とするものとする。 

（護床工） 

第１６条 床止めを設ける場合において、これに接続する河床の洗掘を防止するため必要があるときは、適当な護床工を設

けるものとする。 

（護岸） 

第１７条 床止めを設ける場合においては、流水の変化に伴う河岸又は堤防の洗掘を防止するため、規則で定めるところに

より、護岸を設けるものとする。 

（魚道） 

第１８条 床止めを設ける場合において、魚類の遡上等を妨げないようにするため必要があるときは、規則で定めるところ

により、魚道を設けるものとする。 

第４章 堰 

（構造の原則） 

第１９条 堰は、計画高水位以下の水位の流水の作用に対して安全な構造とするものとする。 
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２ 堰は、計画高水位以下の水位の洪水の流下を妨げず、付近の河岸及び河川管理施設の構造に著しい支障を及ぼさず、並

びに堰に接続する河床の洗掘の防止について適切に配慮された構造とするものとする。 

（流下断面との関係） 

第２０条 可動堰の可動部（流水を流下させるためのゲート及びこれを支持する堰柱に限る。）以外の部分（堰柱を除

く。）及び固定堰は、流下断面（計画横断形が定められている場合には、当該計画横断形に係る流下断面を含む。以下こ

の条及び第３８条第１項において同じ。）内に設けてはならない。ただし、山間狭窄部であることその他河川の状況、地

形の状況等により治水上の支障がないと認められるとき、及び河床の状況により流下断面内に設けることがやむを得ない

と認められる場合において、治水上の機能の確保のため適切と認められる措置を講ずるときは、この限りでない。 

（可動堰の可動部のゲートの構造） 

第２１条 可動堰のゲート（バルブを含む。以下この章において同じ。）は、確実に開閉し、かつ、必要な水密性及び耐久

性を有する構造とするものとする。 

２ 可動堰のゲートの開閉装置は、ゲートの開閉を確実に行うことができる構造とするものとする。 

３ 可動堰のゲートは、予想される荷重に対して安全な構造とするものとする。 

（ゲートに作用する荷重の種類） 

第２２条 可動堰のゲートに作用する荷重としては、ゲートの自重、貯留水による静水圧の力、貯水池内に堆積する泥土に

よる力、貯留水の氷結時における力、地震時におけるゲートの慣性力、地震時における貯留水による動水圧の力及びゲー

トの開閉によって生ずる力を採用するものとする。 

（荷重等の計算方法） 

第２３条 前条に規定する荷重の計算その他可動堰の構造計算に関し必要な技術的基準は、規則で定める。 

（可動堰の可動部のゲートの高さ） 

第２４条 可動堰の可動部の引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さは、計画高水位に０．６ｍを加えた値以上
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で、当該地点における河川の両岸の堤防（計画横断形が定められている場合において、計画堤防の高さが現状の堤防の高

さより低く、かつ、治水上の支障がないと認められるとき、又は計画堤防の高さが現状の堤防の高さより高いときは、計

画堤防）の表法肩を結ぶ線の高さを下回らないものとする。 

２ 可動堰の可動部の起伏式ゲートの倒伏時における上端の高さは、可動堰の基礎部（床版を含む。）の高さ以下とするも

のとする。 

（可動堰の可動部の引上げ式ゲートの高さの特例） 

第２５条 背水区間に設ける可動堰の可動部の引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さは、治水上の支障がない

と認められるときは、前条第１項の規定にかかわらず、次に掲げる高さのうちいずれか高い方の高さ以上とすることがで

きる。 

⑴ 当該河川に背水が生じないとした場合に定めるべき計画高水位に、０．６メートルを加えた高さ 

⑵ 計画高水位 

２ 地盤沈下のおそれがある地域に設ける可動堰の可動部の引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さは、前条第

１項及び前項の規定によるほか、予測される地盤沈下及び河川の状況を勘案して必要と認められる高さを下回らないもの

とする。 

（管理施設） 

第２６条 可動堰には、必要に応じ、管理橋その他の適当な管理施設を設けるものとする。 

（護床工等） 

第２７条 第１６条から第１８条までの規定は、堰を設ける場合について準用する。 

（洪水を分流させる堰に関する特例） 

第２８条 第２０条及び第２４条の規定は、洪水を分流させる堰については、適用しない。 

第５章 水門及び樋門 
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（構造の原則） 

第２９条 水門及び樋門は、計画高水位以下の水位の流水の作用に対して安全な構造とするものとする。 

２ 水門及び樋門は、計画高水位以下の水位の洪水の流下を妨げず、付近の河岸及び河川管理施設の構造に著しい支障を及

ぼさず、並びに水門又は樋門に接続する河床の洗掘の防止について適切に配慮された構造とするものとする。 

（構造） 

第３０条 水門及び樋門（ゲート及び管理施設を除く。）は、鉄筋コンクリート構造又はこれに準ずる構造とするものとす

る。 

２ 樋門は、堆積土砂等の排除に支障のない構造とするものとする。 

（断面形） 

第３１条 河川を横断して設ける水門及び樋門の流水を流下させる部分の断面形は、計画高水流量を勘案して定めるものと

する。 

２ 前項の規定は、河川及び準用河川以外の水路が河川に合流する箇所において当該水路を横断して設ける水門及び樋門に

ついて準用する。 

（河川を横断して設ける水門の径間長等） 

第３２条 第２０条の規定は、河川を横断して設ける水門について準用する。この場合において、第２０条中「可動堰の可

動部（流水を流下させるためのゲート及びこれを支持する堰柱に限る。）以外の部分（堰柱を除く。）及び固定堰」とあ

るのは、「水門のうち流水を流下させるためのゲート及び門柱以外の部分」と読み替えるものとする。 

２ 河川を横断して設ける樋門で２門以上のゲートを有するものの内法幅は、５メートル以上とするものとする。ただし、

内法幅が内法高の２倍以上となるときは、この限りでない。 

（ゲート等の構造） 

第３３条 水門及び樋門のゲートは、確実に開閉し、かつ、必要な水密性を有する構造とするものとする。 
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２ 水門及び樋門のゲートは、鋼構造又はこれに準ずる構造とするものとする。 

３ 水門及び樋門のゲートの開閉装置は、ゲートの開閉を確実に行うことができる構造とするものとする。 

（水門のゲートの高さ等） 

第３４条 水門のカーテンウォールの上端の高さ又はカーテンウォールを有しない水門のゲートの閉鎖時における上端の高

さは、水門に接続する堤防（計画横断形が定められている場合において、計画堤防の高さが現状の堤防の高さより低く、

かつ、治水上の支障がないと認められるとき、又は計画堤防の高さが現状の堤防の高さより高いときは、計画堤防）の高

さを下回らないものとする。 

２ 第２４条第１項の規定は、河川を横断して設ける水門（流水を分流させる水門を除く。）のカーテンウォール及びゲー

トの高さについて、第２５条の規定は、河川を横断して設ける水門のカーテンウォール及びゲートの高さについて準用す

る。この場合において、これらの規定中「可動堰の可動部の引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さ」とある

のは、「水門のカーテンウォールの下端の高さ及び水門の引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さ」と読み替

えるものとする。 

（管理施設等） 

第３５条 第２６条の規定は、水門及び樋門について準用する。 

２ 水門は、規則で定めるところにより、管理用通路としての効用を兼ねる構造とするものとする。 

（護床工等） 

第３６条 第１６条及び第１７条の規定は、水門又は樋門を設ける場合について準用する。 

第６章 橋 

（河川区域内に設ける橋台の構造の原則） 

第３７条 河川区域内に設ける橋台は、計画高水位以下の水位の流水の作用に対して安全な構造とするものとする。 

２ 河川区域内に設ける橋台は、計画高水位以下の水位の洪水の流下を妨げず、付近の河岸及び河川管理施設の構造に著し
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い支障を及ぼさず、並びに橋台に接続する河床の洗掘の防止について適切に配慮された構造とするものとする。 

（橋台） 

第３８条 河岸、背水区間に係る堤防（計画横断形が定められている場合には、計画堤防。以下この条において同じ。）に

設ける橋台は、流下断面内に設けてはならない。ただし、山間狭窄部であることその他河川の状況、地形の状況等により

治水上の支障がないと認められるときは、この限りでない。 

２ 堤防に設ける橋台（前項の橋台に該当するものを除く。）は、堤防の表法肩より表側の部分に設けてはならない。 

３ 堤防に設ける橋台の表側の面は、堤防の法線に平行して設けるものとする。ただし、堤防の構造に著しい支障を及ぼさ

ないために必要な措置を講ずるときは、この限りでない。 

４ 堤防に設ける橋台の底面は、堤防の地盤に定着させるものとする。 

（桁下高等） 

第３９条 第２４条第１項及び第２５条の規定は、橋の桁下高について準用する。この場合において、これらの規定中「可

動堰の可動部の引上げ式ゲートの最大引上げ時における下端の高さ」とあるのは、「橋の桁下高」と読み替えるものとす

る。 

２ 橋面（路面その他規則で定める橋の部分をいう。）の高さは、背水区間又は高潮区間においても、橋が横断する堤防

（計画横断形が定められている場合において、計画堤防の高さが現状の堤防の高さより低く、かつ、治水上の支障がない

と認められるとき、又は計画堤防の高さが現状の堤防の高さより高いときは、計画堤防）の高さ以上とするものとする。 

（護岸等） 

第４０条 第１６条及び第１７条の規定は、橋を設ける場合について準用する。 

２ 前項の規定による場合のほか、橋の下の河岸又は堤防を保護するため必要があるときは、河岸又は堤防をコンクリート

その他これに類するもので覆うものとする。 

（管理用通路の構造の保全） 
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第４１条 橋（取付部を含む。）は、規則で定めるところにより、管理用通路の構造に支障を及ぼさない構造とするものと

する。 

（適用除外） 

第４２条 第３８条第１項から第３項まで及び第３９条の規定は、治水上の影響が著しく小さいものとして規則で定める橋

については、適用しない。 

２ この章（第３９条及び前条を除く。）の規定は、堰又は水門と効用を兼ねる橋及び樋門に附属して設けられる橋につい

ては、適用しない。 

第７章 伏せ越し 

（適用の範囲） 

第４３条 この章の規定は、用水施設又は排水施設である伏せ越しについて適用する。 

（構造の原則） 

第４４条 伏せ越しは、計画高水位以下の水位の流水の作用に対して安全な構造とするものとする。 

２ 伏せ越しは、計画高水位以下の水位の洪水の流下を妨げず、並びに付近の河岸及び河川管理施設の構造に著しい支障を

及ぼさない構造とするものとする。 

（構造） 

第４５条 堤防（計画横断形が定められている場合には、計画堤防を含む。以下この項において同じ。）を横断して設ける

伏せ越しにあっては、堤防の下に設ける部分とその他の部分とは、構造上分離するものとする。ただし、堤防の地盤の地

質、伏せ越しの深さ等を考慮して、堤防の構造に支障を及ぼすおそれがないときは、この限りでない。 

２ 第３０条の規定は、伏せ越しの構造について準用する。 

（ゲート等） 

第４６条 伏せ越しには、流水が河川外に流出することを防止するため、河川区域内の部分の両端又はこれに代わる適当な
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箇所に、ゲート（バルブを含む。次項において同じ。）を設けるものとする。ただし、地形の状況により必要がないと認

められるときは、この限りでない。 

２ 前項のゲートの開閉装置は、ゲートの開閉を確実に行うことができる構造とするものとする。 

３ 第２６条の規定は伏せ越しについて準用する。 

（深さ） 

第４７条 伏せ越しは、低水路（計画横断形が定められている場合には、当該計画横断形に係る低水路を含む。以下この条

において同じ。）の河床の表面から、堤防（計画横断形が定められている場合には、計画堤防を含む。以下この条におい

て同じ。）の下の部分においては堤防の地盤面から、それぞれ深さ１メートル以上の部分に設けるものとする。ただし、

河床の変動が極めて小さいと認められるとき、又は河川の状況その他の特別の事情によりやむを得ないと認められるとき

は、それぞれ低水路の河床の表面又は堤防の地盤面より下の部分に設けることができる。 

第８章 雑則 

（適用除外） 

第４８条 この条例の規定は、次に掲げる河川管理施設又は許可工作物（以下「河川管理施設等」という。）については、

適用しない。 

⑴ 治水上の機能を早急に向上させる必要がある小区間の河川における応急措置によって設けられる河川管理施設等 

⑵ 臨時に設けられる河川管理施設等 

⑶ 工事を施行するために仮に設けられる河川管理施設等 

⑷ 特殊な構造の河川管理施設等で、市長がその構造が第２章から第７章までの規定によるものと同等以上の効力がある

と認めるもの 

（計画高水流量等の決定又は変更があった場合の適用の特例） 

第４９条 河川管理施設等が、これに係る工事の着手（許可工作物にあっては、法第２６条の許可。以下この条において同
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じ。）があった後における計画高水流量、計画横断形、計画高水位（以下この条において「計画高水流量等」という。）

の決定又は変更によってこの条例の規定に適合しないこととなった場合においては、当該河川管理施設等については、当

該計画高水流量等の決定又は変更がなかったものとみなして当該規定を適用する。ただし、工事の着手が当該計画高水流

量等の決定又は変更の後である改築（災害復旧又は応急措置として行われるものを除く。）に係る河川管理施設等につい

ては、この限りでない。 

附 則 

 この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第２２号 

 

泉南市水道事業布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等に関する条例の制定に

ついて 
 

泉南市水道事業布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等に関する条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（平成２３年法律第１０５

号）により、水道法（昭和３２年法律第１７７号）が改正され、水道事業布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等

を定めるため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

   泉南市水道事業布設工事監督者及び水道技術管理者の資格基準等に関する条例 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、水道法（昭和３２年法律第１７７号。以下「法」という。）第１２条及び第１９条第３項の規定に基

づき、技術上の監督業務を行わせる水道の布設工事、当該工事の技術上の監督業務を行う者（以下「布設工事監督者」と

いう。）に必要な資格及び水道技術管理者に必要な資格について定めるものとする。 

 （布設工事監督者を配置する工事） 

第２条 法第１２条第１項に規定する条例で定める水道の布設工事は、水道施設の新設又は次に掲げるその増設若しくは改

造の工事とする。 

 ⑴ １日最大給水量、水源の種別、取水地点又は浄水方法の変更に係る工事 

 ⑵ 沈でん池、ろ過池、浄水池、消毒設備又は配水池の新設、増設又は大規模な改造に係る工事 

 （布設工事監督者の資格） 

第３条 法第１２条第２項の規定する条例で定める資格は、次のとおりとする。 

⑴ 学校教育法（昭和２２年法律第２６号）による大学（短期大学を除く。以下同じ。）の土木工学科又はこれに相当す

る課程において衛生工学又は水道工学に関する学科目を修めて卒業した後、２年以上水道に関する技術上の実務に従事

した経験を有する者 

⑵ 学校教育法による大学の土木工学科又はこれに相当する課程において衛生工学及び水道工学に関する学科目以外の学

科目を修めて卒業した後、３年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 
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⑶ 学校教育法による短期大学又は高等専門学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、５年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑷ 学校教育法による高等学校又は中等教育学校において土木科又はこれに相当する課程を修めて卒業した後、７年以上

水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑸ １０年以上水道の工事に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑹ 第１号又は第２号の卒業者であって、学校教育法による大学院研究科において１年以上衛生工学若しくは水道工学に

関する課程を専攻した後、又は大学の専攻科において衛生工学若しくは水道工学に関する専攻を終了した後、第１号に

規定する卒業者にあっては１年以上、第２号に規定する卒業者にあっては２年以上水道に関する技術上の実務に従事し

た経験を有するもの 

⑺ 外国の学校において第１号若しくは第２号に規定する課程及び学科目又は第３号若しくは第４号に規定する課程に相

当する課程又は学科目を、それぞれ当該各号に規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ

当該各号に規定する最低経験年数以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑻ 技術士法（昭和５８年法律第２５号）第４条第１項の規定による第２次試験のうち上下水道部門に合格した者（選択

科目として上水道及び工業用水道又は水道環境を選択したものに限る。）であって、１年以上水道に関する技術上の実

務に従事した経験を有するもの 

２ 簡易水道事業の用に供する水道（以下「簡易水道」という。）については、前項第１号中「２年以上」とあるのは「１

年以上」と、同項第２号中「３年以上」とあるのは「１年６箇月以上」と、同項第３号中「５年以上」とあるのは「２年

６箇月以上」と、同項第４号中「７年以上」とあるのは「３年６箇月以上」と、同項第５号中「１０年以上」とあるのは

「５年以上」と、同項第６号中「第１号の卒業者にあっては１年以上」とあるのは「第１号の卒業者にあっては６箇月以

上」と、「２年以上」とあるのは「１年以上」と、同項第７項中「最低経験年数以上」とあるのは「最低経験年数の２分

の１以上」と、同項第８項中「１年以上」とあるのは「６箇月以上」とそれぞれ読み替えるものとする。 
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 （水道技術管理者の資格） 

第４条 法１９条第３項に規定する条例で定める水道技術管理者が有すべき資格は、次のとおりとする。 

⑴ 前条第１項に規定する簡易水道以外の水道の布設工事監督者としての資格を有する者 

⑵ 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において、土木工学以外の工学、理学、農学、医学若しくは薬

学に関する学科目又はこれらに相当する学科目を修めて卒業した後、同項第１号に規定する学校を卒業した者について

は４年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者については６年以上、同項第４号に規定する学校を卒業した者に

ついては８年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑶ １０年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑷ 前条第１項第１号、第３号及び第４号に規定する学校において、工学、理学、農学、医学若しくは薬学に関する学科

目又はこれらに相当する学科目以外の学科目を修めて卒業した後、同項第１号に規定する学校を卒業した者については

５年以上、同項第３号に規定する学校を卒業した者については７年以上、同項第４号に規定する学校を卒業した者につ

いては９年以上水道に関する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑸ 外国の学校において、第２号に規定する学科目又は前号に規定する学科目に相当する学科目を、それぞれ当該各号に

規定する学校において修得する程度と同等以上に修得した後、それぞれ当該各号に規定する最低経験年数以上水道に関

する技術上の実務に従事した経験を有する者 

⑹ 厚生労働大臣の登録を受けた者が行う水道の管理に関する講習の課程を修了した者 

２ 簡易水道又は１日最大給水量が１，０００立方メートル以下である専用水道については、前項第１号中「簡易水道以外

の水道」とあるのは「簡易水道」と、同項第２号中「４年以上」とあるのは「２年以上」と、「６年以上」とあるのは

「３年以上」と、「８年以上」とあるのは「４年以上」と、同項第３号中「１０年以上」とあるのは「５年以上」と、同

項第４号中「５年以上」とあるのは「２年６箇月以上」と、「７年以上」とあるのは「３年６箇月以上」と、「９年以

上」とあるのは「４年６箇月以上」と、同項第５号中「最低経験年数以上」とあるのは「最低経験年数以上の２分の１以
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上」と、それぞれ読み替えるものとする。 

   附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第２３号 

 

泉南市事務分掌条例の一部を改正する条例の制定について 

 

泉南市事務分掌条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 地方分権の進展による基礎自治体の重要性の高まりに伴い、業務の効率化を図り、新たな行政課題へ対応するとともに、

市民にわかりやすい組織づくりを推進するため、所要の改正を行う必要から本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

泉南市事務分掌条例の一部を改正する条例 

 

泉南市事務分掌条例（昭和４６年泉南市条例第４３号）の一部を次のように改正する。 

第１条第１号及び第２号を次のように改める。 

⑴ 総合政策部 

⑵ 総務部 

第２条総務部の項中第５号から第９号までを削り、同項第４号中「公聴」を「広聴」に改め、同号を同項第５号とし、同

項第３号の次に次の１号を加え、同項を総合政策部とする。 

⑷ 防災及び危機管理の総合施策に関すること。 

第２条財務部の項中第３号を第６号とし、第２号を第５号とし、第１号を第４号とし、同項に次の３号を加える。 

⑴ 議会及び法規に関すること。 

⑵ 文書及び統計に関すること。 

⑶ 庁舎及び情報管理に関すること。 

第２条財務部の項に次の１号を加え、同項を総務部とする。 

⑺ 他の部の所管に属しないこと。 

第２条人権推進部の項第４号中「男女共同参画施策」を「男女平等参画施策」に改める。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（泉南市議会委員会条例の一部改正） 

２ 泉南市議会委員会条例（平成１３年泉南市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２項中「総務部」を「総合政策部」に、「財務部」を「総務部」に、「行財政改革推進室」を「行革・財産活

用室」に改める。 
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議案第２４号 

  

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

  

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

                  泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 住居手当の世帯主支給分の廃止及び賃貸に係る家賃補助の金額の見直しを行う必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

  

一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年泉南市条例第３０号）の一部を次のように改正する。 

第１５条の３第１項各号列記以外の部分及び同項第１号中「１１，５００円」を「１２，０００円」に改め、同項第２号

中「１１，５００円」を「１１，０００円」に改め、同条中第２項を削り、第３項を第２項とする。 

 附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 
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議案第２５号 

  

職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例の制定について 

  

職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例を別紙のように定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 国家公務員の退職手当の支給水準の引下げ等を考慮し、泉南市職員の退職手当の支給について所要の措置を講じる必要か

ら、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例 

 

 （職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第１条 職員の退職手当に関する条例（昭和３１年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

附則第４項中「２０年以上」及び「及び傷病又は死亡によらず、その者の都合により退職した者」を削り、「１００分

の１０４」を「１００分の８７」に改め、同項に後段として次のように加える。 

この場合において、第６条の５第１項中「前条」とあるのは、「前条並びに附則第４項」とする。 

附則第５項中「３６年」の次に「以上４２年以下」を加え、「（傷病又は死亡によらず、その者の都合により退職した

者を除く。）」を削り、「その者の勤続期間を３５年として前項の規定の例により計算して得られる」を「同項又は第５

条の２の規定により計算した額に前項に定める割合を乗じて得た」に改める。 

 （職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（昭和５１年泉南市条例第２９号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第２項中「第３条中傷病により退職した者に係る退職手当に関する部分、新条例第４条若しくは第５条」を「第３

条から第５条まで」に改め、「２０年以上、」及び「新条例第３条から第５条の３までの規定にかかわらず」を削り、

「１００分の１０４」を「１００分の８７」に改める。 

附則第３項中「第３条第１項（傷病又は死亡によらずその者の都合により退職した者に係る退職手当に関する部分を除

く）」を「第３条第１項の」に改め、「３６年」の次に「以上４２年以下」を加え、「新条例第３条第１項及び第５項の
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２の規定にかかわらず」を削り、「その者の勤続期間を３５年として前項の規定の例により計算して得られる」を「同項

又は新条例第５条の２の規定により計算した額に前項に定める割合を乗じて得た」に改める。 

附則第４項中「新条例第５条から第５条の３の規定にかかわらず、」を削る。 

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１５年泉南市条例第４１号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第４項中「４４年」を「４２年」に改める。 

（職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例（平成１８年泉南市条例第２号）の一部を次のように改正する。 

附則第２条第１項中「退職手当の額が、新条例第２条の４」を「額（当該勤続期間が４３年又は４４年の者であって、

傷病若しくは死亡によらずにその者の都合により又は公務によらない傷病により退職したものにあっては、その者が旧条

例第５条の規定に該当する退職をしたものとみなし、かつ、その者の当該勤続期間を３５年として旧条例附則第４項の規

定の例により計算して得られる額）にそれぞれ１００分の８７（当該勤続期間が２０年以上の者（４２年以下の者で傷病

又は死亡によらずにその者の都合により退職したもの及び３７年以上４２年以下の者で公務によらない傷病により退職し

たものを除く。）にあっては、１０４分の８７）を乗じて得た額が、新条例第２条の４」に改め、「附則第７条の規定に

よる改正後の」及び「附則第８条の規定による改正後の」を削る。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下この項において「新退職手当条例」という。）附則第
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４項（新退職手当条例附則第６項及び第３条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例

附則第４項においてその例による場合を含む。）及び第５項の規定の適用については、新退職手当条例附則第４項中「１

００分の８７」とあるのは、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては「１００分の９８」と、

平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間においては「１００分の９２」とする。 

３ 第２条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例附則第２項（同条例附則第４項におい

てその例による場合を含む。）及び第３項の規定の適用については、同条例附則第２項中「１００分の８７」とあるのは、

平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては「１００分の９８」と、平成２６年４月１日から平成

２７年３月３１日までの間においては「１００分の９２」とする。 

４ 第４条の規定による改正後の職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例附則第２条第１項の規定の適用につい

ては、同項中「１００分の８７」とあるのは、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては「１０

０分の９８」と、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間においては「１００分の９２」と、「１０４分

の８７」とあるのは、平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの間においては「１０４分の９８」と、平成２

６年４月１日から平成２７年３月３１日までの間においては「１０４分の９２」とする。 
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議案第２６号 

 

泉南市暴力団排除条例の制定について 

 

泉南市暴力団排除条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 泉南市における暴力団の排除に関する基本理念を定め、市、市民及び事業者が相互に連携を図りながら、社会全体として

暴力団の排除を推進することにより、市民生活の安全と安心を確保するとともに地域社会の健全な発展に寄与するため、本

条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

泉南市暴力団排除条例 

  

（目的） 

第１条 この条例は、泉南市（以下「市」という。）における暴力団の排除の推進に関する基本理念を定め、市、市民及び

事業者の責務を明らかにするとともに、暴力団の排除に関する必要な事項を定めることにより、社会全体で暴力団の排除

を推進し、もって市民生活の安全と安心を確保するとともに、地域社会の健全な発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

⑴ 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第

２号に規定する暴力団をいう。 

⑵ 暴力団員 法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。 

⑶ 暴力団密接関係者 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者として規則で定めるものをいう。 

⑷ 暴力団事務所 暴力団の活動の拠点である施設又は施設の区画された部分をいう。 

⑸ 関係機関 法第３２条の３第１項の規定により公安委員会から都道府県暴力追放運動推進センターとして指定を受け

た団体その他の暴力団員による不当な行為の防止を目的とする機関又は団体をいう。 

⑹ 公共工事等 建設工事（建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。）の請負、

役務の提供のうち本市が発注するものをいう。 

（基本理念） 
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第３条 暴力団の排除は、暴力団が市の区域における事業活動及び市民の生活に不当な影響を与える存在であるという共通

認識の下に、暴力団を恐れないこと、暴力団に対して資金を提供しないこと、暴力団を利用しないこと及び暴力団事務所

の存在を許さないことを基本として、市、市民及び事業者が相互に連携を図りながら、地域社会全体として推進されなけ

ればならない。 

（市の責務） 

第４条 市は、前条に定める暴力団の排除についての基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、大阪府（大阪府

警察本部及び市の区域を管轄する警察署を含む。以下同じ。）、他の市町村、関係機関、市民及び事業者と相互に連携を

図りながら、暴力団の排除に関する総合的な施策を推進する責務を有する。 

２ 市は、暴力団の排除に資すると認められる情報を知ったときは、大阪府に対し、当該情報を提供するものとする。 

（市民及び事業者の責務） 

第５条 市民は、基本理念にのっとり、相互に連携を図りながら主体的に暴力団の排除のための活動に取り組むとともに、

市が推進する暴力団の排除に関する施策に協力するよう努めるものとする。 

２ 事業者は、基本理念にのっとり、その事業に関し、暴力団との一切の関係を持たないよう努めるとともに、市が推進す

る暴力団の排除に関する施策に協力するものとする。 

３ 市民及び事業者は、暴力団の排除に資すると認められる情報を知ったときは、市に対し、当該情報を積極的に提供する

よう努めるものとする。 

（市民及び事業者に対する支援等） 

第６条 市は、市民及び事業者が暴力団の排除のための活動に相互に連携を図りながら主体的に取り組むことができるよう、

市民及び事業者に対し、必要な支援を行うものとする。 

２ 市は、大阪府及び関係機関と連携を図りながら、市民及び事業者が暴力団の排除の重要性について理解を深めることに

より暴力団の排除の機運が醸成されるよう、積極的な広報及び啓発を行うものとする。 
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（市が行う契約からの暴力団の排除） 

第７条 市は、暴力団員及び暴力団密接関係者が市が行う売買、賃借、請負その他の入札による契約（以下「契約」とい

う。）の相手方（以下「契約相手方」という。）及び次に掲げる者（以下「下請負人等」という。）となることを許して

はならない。 

⑴ 下請負人（公共工事等に係る全ての請負人又は受託者（契約相手方を除く。）をいい、第２次以下の下請契約又は再

委託契約の当事者を含む。以下同じ。） 

⑵ 契約相手方又は下請負人と公共工事等に係る資材又は原材料の購入その他の契約を締結する者（下請負人に該当する

者を除く。） 

（市が行う契約からの暴力団の排除に関する措置） 

第８条 市長は、前条の趣旨を踏まえ、次に掲げる措置を講ずるものとする。 

⑴ 暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対し、市が行う契約に係る入札に参加するために必要な

資格を与えないこと。 

⑵ 市が行う契約に係る入札に参加するために必要な資格を有すると認められる者（以下本条において「有資格者」とい

う。）が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる場合には、当該有資格者を市が行う契約に係る入札に

参加させないこと。 

⑶ 有資格者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる場合には、必要に応じ、その旨を公表すること。 

⑷ 市が行う契約に係る入札に参加するために必要な資格の登録を正当な理由がなく取り下げ、かつ、当該登録を取り下

げた日から１年を経過しない者であって、暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる者に対する前号に掲

げる措置に準ずる措置 

⑸ 市が行う契約について、契約相手方が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる場合には、当該契約を

解除すること。 
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⑹ 市が行う契約について、下請負人等が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められる場合には、契約相手方

に対して当該下請負人等との契約の解除を求めること。 

⑺ 前号の場合において、契約相手方が当該下請負人等との契約の解除の求めを拒否したときは、契約相手方との当該契

約を解除すること。 

⑻ 前各号に掲げるもののほか、市が行う契約からの暴力団の排除を図るために必要な措置 

２ 市長は、前項各号（第３号を除く。）に掲げる措置を講ずるために必要があると認めるときは、市が行う契約に係る入

札の参加資格の登録を希望する者、契約相手方及び下請負人等に対し、これらの者が暴力団員又は暴力団密接関係者でな

い旨の誓約書の提出及び必要な事項の報告を求めることができる。 

３ 市長は、前項の誓約書を提出した者が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められるときは、その旨を公表す

ることができる。 

（市が行う契約に関する不当介入） 

第９条 何人も、市が行う契約において、暴力団を利することとなるような社会通念上不当な要求又は契約の適正な履行を

妨げる行為（以下「不当介入」という。）をしてはならない。 

２ 契約相手方及び下請負人等は、市が行う契約の履行に当たって暴力団員又は暴力団密接関係者による不当介入を受けた

ときは、速やかに市に報告しなければならない。 

（公の施設の使用等からの暴力団の排除） 

第１０条 市長、市教育委員会及び地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者

（以下本条において「市長等」という。）は、設置した公の施設の使用又は利用（以下本条において「使用等」とい

う。）が暴力団を利すると認められるときは、当該公の施設の使用等を許可しないことができる。 

２ 市長等は、当該公の施設の使用等の許可をした後において、その使用等が暴力団を利すると認められるときは、当該使

用等の許可を取り消し、又は使用等を中止させることができる。この場合において、当該使用等の許可の取消し又は使用
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等の中止に係る者にいかなる損害が生じても、市長等は、その損害の賠償の責めを負わない。 

（市の事務及び事業からの暴力団の排除） 

第１１条 市は、前４条に規定するもののほか、市が行う事務及び事業において暴力団を利することとならないよう、大阪

府及び関係機関と連携を図りながら、暴力団員又は暴力団密接関係者について必要な措置を講ずることにより、市の事務

及び事業から暴力団の排除を図るものとする。 

（青少年の健全な育成） 

第１２条 市、市民及び事業者は、青少年が暴力団の排除の重要性を認識して、暴力団に加入せず、及び暴力団員による犯

罪の被害を受けないようにするための指導及び啓発が、学校、地域、職域その他の様々な場において、必要に応じて行わ

れるよう、必要な支援又は協力に努めるものとする。 

２ 市は、大阪府及び関係機関と連携を図りながら、青少年の育成に携わる者が青少年に対して指導、助言その他の適切な

措置を講ずることができるよう、これらの者に対し必要な支援を行うものとする。 

（勧告及び公表） 

第１３条 市長は、正当な理由がなく第９条第２項の規定による報告をしなかったと認められるときは、規則で定めるとこ

ろにより、当該報告をしなかった者に対し、必要な指導又は勧告を行うことができる。 

２ 市長は、前項の勧告を受けた者が故意に不当介入を容認し、かつ、当該勧告に従わなかったときは、規則で定めるとこ

ろにより、その旨を公表することができる。 

３ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、当該公表に係る者に、あらかじめその旨を通知し、その者又は

その代理人の出席を求め、釈明及び資料の提出の機会を与えるため、意見の聴取を行わなければならない。 

（個人情報の収集及び提供） 

第１４条 泉南市個人情報保護条例（平成１９年泉南市条例第３号）第２条第３号に規定する実施機関（以下本条において

「実施機関」という。）は、この条例に基づき暴力団の排除を図るため、実施機関が定めるところにより、本人及び本人
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以外から必要な個人情報（同条例第２条第１号に規定する個人情報をいう。以下同じ。）を必要かつ最小限の範囲で収集

することができる。 

２ 実施機関は、この条例に基づき暴力団の排除を図るために必要があると認めるときは、実施機関が定めるところにより、

前項の規定により収集した個人情報を大阪府警察に提供することができる。 

（委任） 

第１５条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則  

この条例は、平成２５年７月１日から施行する。 
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議案第２７号 

 

公の施設から暴力団を排除するための関係条例の整備に関する条例の制定について 

 

公の施設から暴力団を排除するための関係条例の整備に関する条例を別紙のように定める。 

 

平成２５年２月２８日提出 

 

泉南市長 向 井 通 彦 

 

提案理由 

 泉南市が設置する公の施設から暴力団の利益になる使用を排除することにより、施設利用者をはじめ市民の安全安心に資

するため、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

 

公の施設から暴力団を排除するための関係条例の整備に関する条例 

 

（泉南市立人権ふれあいセンター条例の一部改正） 

第１条 泉南市立人権ふれあいセンター条例（平成１４年泉南市条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第５条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認めるとき。 

第５条に次の１項を加える。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項第３号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴くこ

とができる。 

 （泉南市立老人集会場設置並びに管理条例の一部改正） 

第２条 泉南市立老人集会場設置並びに管理条例（昭和５３年泉南市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

第５条第１項中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認めるとき。 

第５条に次の１項を加える。 

４ 市長は、必要があると認めるときは、第１項第３号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴く

ことができる。 
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（泉南市総合福祉センター条例の一部改正） 

第３条 泉南市総合福祉センター条例（平成９年泉南市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第１１条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第１１条に次の１項を加える。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項第４号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴くこ

とができる。 

 第１２条の見出し中「取消」を「取消し」に改め、同条第１項第４号中「前条」の次に「第１項」を加え、「第３号」

を「第４号まで」に改める。 

 （泉南市設店舗条例の一部改正） 

第４条 泉南市設店舗条例（昭和４８年泉南市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

 第３条に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「法」という。）第２条第６号

に規定する暴力団員でない者 

第９条の見出し中「取り消し」を「取消し」に改め、同条に次の１号を加える。 

⑷ 法第２条第６号に規定する暴力団員であることが判明したとき。 

第１３条を第１４条とし、第１２条の次に次の１条を加える。 

（意見の聴取） 

第１３条 市長は、必要があると認めるときは、第３条第４号又は第９条第４号に該当する事由の有無について、大阪府

警察本部長の意見を聴くことができる。 

180



（泉南市立駐車場条例の一部改正） 

第５条 泉南市立駐車場条例（平成８年泉南市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

第４条に次の２項を加える。 

２ 前項の申請にあって、駐車場を使用しようとする者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年

法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）であると判明したときは、市長は、前

項の許可をしない。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、前項に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴くことがで

きる。 

第６条の見出し中「取消」を「取消し」に改め、同条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員であることが判明したとき。 

（泉南市都市公園条例の一部改正） 

第６条 泉南市都市公園条例（昭和５６年泉南市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

目次中「第３５条」を「第３６条」に、「第３６条」を「第３７条」に改める。 

第８条に次の１項を加える。 

６ 市長は、第１項各号に掲げる行為が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）の利益になり、又はなるおそれがあると認めるときは、その

使用を許可しない。 

第１６条に次の１号を加える。 

  ⑷ 暴力団の利益になり、又はなるおそれがあると認められる者 

第２３条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ その使用が暴力団の利益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 
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第２４条第４号中「第３号」を「第４号まで」に改める。 

第３６条を第３７条とし、第３５条を第３６条とし、第３４条を第３５条とし、第３３条の次に次の１条を加える。 

（意見の聴取） 

第３４条 市長は、必要があると認めるときは、第８条第６項、第１６条第４号又は第２３条第４号に該当する事由の有

無について、大阪府警察本部長の意見を聴くことができる。 

（市営住宅管理条例の一部改正） 

第７条 市営住宅管理条例（平成９年泉南市条例第１５号）の一部を次のように改正する。 

第４条第１項に次の１号を加える。 

⑹ その者又は現に同居し、若しくは同居しようとする親族が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平

成３年法律第７７号）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。 

第９条の見出し中「取消」を「取消し」に改め、同条に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員であることが判明したとき。 

第１０条第１項中「あって」の次に「、次項及び第３項に該当する場合を除き」を加え、同条第３項を同条第４項とし、

同条第２項の次に次の１項を加える。 

３ 入居者が同居させようとする者が暴力団員であるとき。 

第２５条第１項に次の１号を加える。 

⑶ 入居者又は同居者が暴力団員であることが判明したとき。 

第２５条に次の１項を加える。 

４ 市長は、第１項第３号の規定に該当することにより同項の請求を行ったときは、当該請求を受けた者に対して、請求

の日から当該市営住宅を明け渡した日までの期間について、毎月、近傍同種の住宅の家賃の２倍に相当する額以下で市

長が定める額の金銭を徴収することができる。 
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第２７条第１項第２号中「第２５条第３項」を「第２５条第３項若しくは第４項」に改める。 

第３６条第１項に次の１号を加える。  

⑷ 使用する者が暴力団員でないこと。 

第４８条の次に次の１条を加える。 

（意見の聴取） 

第４８条の２ 市長は、必要があると認めるときは、第４条第１項第６号、第９条第４号、第１０条第３項、第２５条第

１項第３号又は第３６条第１項第４号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴くことができる。 

 （泉南市立学校建物及び設備使用条例の一部改正） 

第８条 泉南市立学校建物及び設備使用条例（昭和３２年泉南市条例第５号） の一部を次のように改正する。 

 第２条に次の１号を加える。 

⑷ 教育委員会において暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に

規定する暴力団の利益にならない又はなるおそれなしと認むる場合 

第２条に次の１項を加える。 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、前項第４号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を

聴くことができる。 

本則に次の１条を加える。 

第５条の２ 教育委員会は、使用者が次の各号のいずれかに該当するときは、使用許可を取り消し、又はその使用を停止

し、若しくは制限することができる。 

⑴ 偽りその他不正な手段により使用許可を受けたことが明らかになつたとき。 

⑵ この条例若しくはこの条例に基づく規則に違反し、又はこれらに基づく指示に従わないとき。 

⑶ 使用許可に係る条件に違反したとき。 
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⑷ 第２条第１項各号のいずれかに該当しなくなつたとき。 

⑸ その他教育委員会が必要と認めたとき。 

（泉南市立公民館条例の一部改正） 

第９条 泉南市立公民館条例（昭和３１年泉南市条例第２７号）の一部を次のように改正する。 

第８条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第８条に次の１項を加える。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、前項第４号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴く

ことができる。 

第１２条第４号中「第８条」の次に「第１項」を加え、「第３号」を「第４号まで」に改める。 

（泉南市立文化ホール条例の一部改正） 

第１０条 泉南市立文化ホール条例（昭和５８年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第１３条中第３号を第４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第１３条に次の１項を加える。 

 ２ 委員会は、必要があると認めるときは、前項第３号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴く

ことができる。 

第１４条第４号中「第１号又は第２号」を「第１項第１号から第３号まで」に改める。 

（泉南市立青少年の森条例の一部改正） 
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第１１条 泉南市立青少年の森条例（昭和５０年泉南市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第５条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第５条に次の１項を加える。 

２ 教育委員会は、必要があると認めるときは、前項第４号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を

聴くことができる。 

第９条第４号中「第５条」の次に「第１項」を加え、「第３号」を「第４号までのいずれか」に改める。 

 （泉南市立市民体育館条例の一部改正） 

第１２条 泉南市立市民体育館条例（昭和５３年泉南市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

第１０条中第４号を第５号とし、第３号の次に次の１号を加える。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第１０条に次の１項を加える。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、前項第４号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴く

ことができる。 

第１１条第１項第４号中「前条」の次に「第１項」を加え、「第３号」を「第４号まで」に改める。 

 （泉南市立テニスコート条例の一部改正） 

第１３条 泉南市立テニスコート条例（昭和５８年泉南市条例第１３号）の一部を次のように改正する。 

第９条中第５号を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利
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益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第９条に次の１項を加える。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、前項第５号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴く

ことができる。 

第１０条第４号中「前条」の次に「第１項」を加え、「第４号」を「第５号まで」に改める。 

（泉南市民球場条例の一部改正） 

第１４条 泉南市民球場条例（平成８年泉南市条例第８号）の一部を次のように改正する。 

第９条中第６号を第７号とし、第５号の次に次の１号を加える。 

⑹ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団の利

益になり、又はなるおそれがあると認められるとき。 

第９条に次の１項を加える。 

２ 委員会は、必要があると認めるときは、前項第６号に該当する事由の有無について、大阪府警察本部長の意見を聴く

ことができる。 

第１０条第１項第２号中「前条」の次に「第１項」を加え、「第５号」を「第６号までのいずれか」に改める。 

附 則 

この条例は、平成２５年７月１日から施行する。 
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議案第２８号 

  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の施行に伴う関係条例の

整理に関する条例の制定について 
  

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙のように

定める。 

  

平成２５年２月２８日提出 

  

泉南市長 向 井 通 彦 

  

提案理由 

 障害者自立支援法が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に改められることに伴い、本市関係条

例規定中で引用されている文言を整理する必要から、本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 

  

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の施行に伴う関係条例の

整理に関する条例 
  

（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正） 

第１条 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４６年泉南市条例第８号）の一部を次のよう

に改正する。 

  第１０条の２第２号中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に、

「第１２項」を「第１１項」に改める。 

 （泉南市老人医療費の助成に関する条例の一部改正） 

第２条 泉南市老人医療費の助成に関する条例（昭和４６年泉南市条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項第２号中「障害者自立支援法施行令」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

施行令」に、「第１条」を「第１条の２」に改める。 

（泉南市国民健康保険条例の一部改正） 

第３条 泉南市国民健康保険条例（昭和３４年泉南市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項第１号中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」に、

「障害者自立支援法施行令」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行令」に、「第１条」

を「第１条の２」に改め、同条第２項中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた

めの法律」に改める。 

 （泉南市消防団員等公務災害補償条例の一部改正） 
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第４条 泉南市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年泉南市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

第９条の２第１項第２号中「障害者自立支援法」を「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」

に、「第１２項」を「第１１項」に改める。 

 附 則 

この条例は、平成２５年４月１日から施行する。ただし、第１条中議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例第１０条の２第２号「第１２項」を「第１１項」とする改正規定及び第４条中泉南市消防団員等公務災害補償条例

第９条の２第１項第２号「第１２項」を「第１１項」とする改正規定は、平成２６年４月１日から施行する。 
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議案第２９号 
 

泉南市新型インフルエンザ等対策本部条例の制定について 

 
 泉南市新型インフルエンザ等対策本部条例を別紙のように定める。 
 
  平成２５年２月２８日提出 
 

泉南市長 向 井 通 彦 
 
提案理由 
 新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）が制定され、新型インフルエンザ及び全国的かつ急速な

まん延のおそれのある新感染症に対する対策の強化を図るため、本市に新型インフルエンザ等対策本部を設置するに当たり、

本条例を提案するものである。 
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泉南市条例第 号 
 

泉南市新型インフルエンザ等対策本部条例 

 
（趣旨） 
第１条 この条例は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成２４年法律第３１号。以下「法」という。）第３７条にお

いて準用する法第２６条の規定に基づき、泉南市新型インフルエンザ等対策本部に関し必要な事項を定めるものとする。 
（組織） 
第２条 新型インフルエンザ等対策本部長（以下「本部長」という。）は、新型インフルエンザ等対策本部の事務を総括する。 
２ 新型インフルエンザ等対策副本部長（以下「副本部長」という。）は、本部長を助け、新型インフルエンザ等対策本部の

事務を整理する。 
３ 新型インフルエンザ等対策本部員（以下「本部員」という。）は、本部長の命を受け、新型インフルエンザ等対策本部の

事務に従事する。 
４ 新型インフルエンザ等対策本部に本部長、副本部長及び本部員のほか、必要な職員を置くことができる。 
５ 前項の職員は、市の職員のうちから、市長が任命する。 
（会議） 
第３条 本部長は、新型インフルエンザ等対策本部における情報交換及び連絡調整を円滑に行うため、必要に応じ、新型イン

フルエンザ等対策本部の会議（以下、この条において「会議」という。）を招集する。 
２ 本部長は、法第３５条第４項の規定に基づき、国の職員その他市区町村の職員以外の者を会議に出席させたときは、当該

出席者に対し、意見を求めることができる。 

193



（部） 
第４条 本部長は、必要と認めるときは、新型インフルエンザ等対策本部に部を置くことができる。 
２ 部に属すべき本部員は、本部長が指名する。 
３ 部に部長を置き、本部長の指名する本部員がこれに当たる。 
４ 部長は、部の事務を掌理する。 
（雑則） 
第５条 この条例に定めるもののほか、新型インフルエンザ等対策本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 
この条例は、規則で定める日から施行する。 
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議案第３０号 
 

   平成２４年度大阪府泉南市一般会計補正予算（第７号） 

 
 平成２４年度大阪府泉南市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 
 （歳入歳出予算の補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７６５，４４２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 
２３，０３５，０４８千円とする。 
２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出

予算補正」による。 
（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することができる

経費は、「第２表 繰越明許費」による。 
（地方債の補正） 

第３条 地方債の補正は、「第３表 地方債補正」による。 

 
 平成２５年２月２８日提出 

 
泉南市長 向 井 通 彦 
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第２表　繰越明許費

款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

総 務 費 総 務 管 理 費 庁舎改修事業 １３５，２００千円

総 務 費 総 務 管 理 費 人権ふれあいセンター施設耐震化事業 ５，８００千円

民 生 費 社 会 福 祉 費 老人集会場改修事業 １４，０１０千円

民 生 費 児 童 福 祉 費 保育所整備事業 １６，１２０千円

民 生 費 児 童 福 祉 費 民間保育所整備事業 ９０，９７５千円

衛 生 費 保 健 衛 生 費 火葬場建設事業 ３２，６３９千円

農 林 水 産 業 費 農 業 費 泉南地区農免農道整備事業 ２９，０５０千円
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款 項 事　　　　業　　　　名 金　　　　額

農 林 水 産 業 費 農 業 費 溜池改修事業 ２７，７００千円

土 木 費 道 路 橋 梁 費 道路維持管理事業 ８３，７００千円

土 木 費 都 市 計 画 費 安全・安心住まいづくり支援事業 １，０００千円

教 育 費 小 学 校 費 小学校施設保全整備事業 １４２，９２２千円

教 育 費 小 学 校 費 小学校施設耐震化事業 ２９２，８７２千円

教 育 費 社 会 教 育 費 公民館施設耐震化事業 ３，８００千円

教 育 費 保 健 体 育 費 市民体育館施設耐震化事業 ４，４００千円
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第３表　地方債補正

１  追    加

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 左のうち 備 考

据置期間

　　千円 年％以内 年以内 年以内

政　府

公民館整備事業 3,200 普通貸借 ６ 大阪府

(証書借入) 地方公共団体金融機構 25 3

又　　は 銀　行

証券発行 その他

体育施設整備事業 2,900 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

庁舎整備事業 123,600 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

人権ふれあいセンター整備事業 3,800 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃

年賦又は半年賦、元利
均等又は元金均等、満
期一括又は当初の借入
額の２％以上を毎期ご
とに償還

左記の条件の範囲内にお
いて借入先に融通条件が
ある場合は、その条件に
従うことができる。ま
た、財政の都合により、
償還期限及び据置期間を
短縮し、又は繰上償還若
しくは低利に借り換える
ことができる。

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

償 還 の 方 法

資 金 区 分 償還期限 償 還 方 法 そ の 他
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２  変    更

起 債 の 目 的

　　千円 年％以内 　　千円 年％以内

保育所整備事業 78,600 普通貸借 ６ 89,100 補正前と同じ 補正前と同じ 補正前と同じ

(証書借入)

又　　は

証券発行

溜池改修事業 7,600 〃 〃 〃 26,500 〃 〃 〃

農道整備事業 15,900 〃 〃 〃 44,900 〃 〃 〃

道路整備事業 56,300 〃 〃 〃 93,900 〃 〃 〃

学校教育施設等整備事業 35,600 〃 〃 〃 258,400 〃 〃 〃

政府その他の金融機関の資
金については、その融通条
件による。ただし、財政の
都合により、償還期限及び
据置期間を短縮し、又は繰
上償還若しくは低利に借り
換えることができる。

（ただし、利率見直し方式
で借り入れる政府資金及び
地方公共団体金融機構資金
について、利率の見直しを
行った後においては当該見
直し後の利率）

補 正 前 補 正 後

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法
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（単位：千円）

当該年度中起債見込額 当該年度末現在高見込額 当該年度中起債見込額 当該年度末現在高見込額

１．普    通    債 465,600 11,940,677 917,900 12,392,977

（1）土　　　　　木 83,900 6,613,142 121,500 6,650,742

（2）農　林　水　産 29,900 435,468 77,800 483,368

（3）教　　　　　育 182,700 1,700,230 411,600 1,929,130

（5）民　　　　　生 78,600 341,640 89,100 352,140

（7）総　　　　　務 1,114,922 127,400 1,242,322

計 2,502,719 22,884,704 2,955,019 23,337,004

地方債現在高補正調書

区 分
補 正 前 の 額 補 正 後 の 額
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参   考

款   別   現   計   予   算   表
１．歳       入

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 市　　　税                                          8,559,868     8,559,868  37.2

(2) 地方譲与税                                            151,200       151,200   0.7

(3) 利子割交付金                                           21,600        21,600   0.1

(4) 配当割交付金                                           17,600        17,600   0.1

(5) 株式等譲渡所得割交付金                                  5,400         5,400 －

(6) 地方消費税交付金                                      634,400       634,400   2.7

(7) ゴルフ場利用税交付金                                   49,000        49,000   0.2

(8) 自動車取得税交付金                                     66,300        66,300   0.3

(9) 地方特例交付金                                         49,087        49,087   0.2

(10)地方交付税                                          2,686,454        16,120     2,702,574  11.7

(11)交通安全対策特別交付金                                 12,204        12,204 －

(12)分担金及び負担金                                      241,827         5,680       247,507   1.1

(13)使用料及び手数料                                      374,120       374,120   1.6

(14)国庫支出金                                          3,635,698       280,273     3,915,971  17.0

(15)府支出金                                            1,744,562         3,000     1,747,562   7.6

(16)財産収入                                               36,387        36,387   0.2

(17)寄　附　金                                              1,120         2,519         3,639 －

(18)繰　入　金                                            532,622       532,622   2.3

(19)諸　収　入                                            272,973         5,550       278,523   1.2

(20)市　　　債                                          2,349,219       452,300     2,801,519  12.2

(22)繰　越　金                                            827,965       827,965   3.6
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（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

歳     入     合     計    22,269,606       765,442    23,035,048 100.0
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２．歳       出

（単位：千円・％）

款 現 計 予 算 額 今 回 予 算 額 計 比     率

(1) 議　会　費                                            306,801       306,801   1.3

(2) 総　務　費                                          2,284,344       210,308     2,494,652  10.8

(3) 民　生　費                                          9,746,687        25,130     9,771,817  42.4

(4) 衛　生　費                                          1,537,472      △52,208     1,485,264   6.5

(5) 農林水産業費                                          136,795        56,750       193,545   0.8

(6) 商　工　費                                             62,093        62,093   0.3

(7) 土　木　費                                          1,305,008        88,021     1,393,029   6.0

(8) 消　防　費                                            856,776       856,776   3.7

(9) 教　育　費                                          1,750,263       444,094     2,194,357   9.5

(10)公　債　費                                          2,950,502      △10,000     2,940,502  12.8

(11)諸支出金                                            1,251,665         3,347     1,255,012   5.5

(12)予　備　費                                             20,000        20,000   0.1

(13)災害復旧費                                             61,200        61,200   0.3

歳     出     合     計    22,269,606       765,442    23,035,048 100.0
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議案第３１号 
 

   平成２４年度大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第２号） 
 
平成２４年度大阪府泉南市の下水道事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 
（歳入歳出予算の補正） 
第１条  歳入予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 
平成２５年２月２８日提出 

 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
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第１表  歳 入 歳 出 予 算 補 正

  

1.   歳     入

  

款 項 補 正 前 の 額 補    正    額     計    

（単位：千円）

  

(2) 使用料及び手数料       605,498       △3,321       602,177

  

 1)使　用　料       605,162       △3,321       601,841

  

(4) 繰　入　金       713,937         3,321       717,258

  

 1)一般会計繰入金       713,937         3,321       717,258

  

歳         入         合         計     2,878,132             0     2,878,132
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2.   歳     出

  

款 項 補 正 前 の 額 補    正    額     計    

（単位：千円）

  

(1) 総　務　費       400,205             0       400,205

  

 1)総務管理費       400,205             0       400,205

  

歳         出         合         計     2,878,132             0     2,878,132
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平成２４年度 

 

大阪府泉南市下水道事業特別会計補正予算（第２号）事項別明細書 



 

歳 入

23-0001

款　　項 目 補正前の額 補　正　額 計
節

区　　　分 金　　　額
説 明

（単位：千円）

２
使用料及び手数料       605,498       △3,321       602,177

( 1)
使　用　料            605,162       △3,321       601,841

  1)
下水道使用料          605,162       △3,321       601,841

1.
現年度分              △3,321

４
繰　入　金            713,937         3,321       717,258

( 1)
一般会計繰入金        713,937         3,321       717,258

  1)
一般会計繰入金        713,937         3,321       717,258

1.
一般会計繰入金          3,321

歳　　　入　　　合　　　計     2,878,132             0     2,878,132

款  4 繰　入　金      項  1 一般会計繰入金      目  1 一般会計繰入金
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歳 出
款  1 総　務　費            

23-0001

款　項　目　事業 補正前の額 補　正　額 計
補　正　額　の　財　源　内　訳

特　定　財　源 一 般 財 源
説 明 補正前の額

（単位：千円）

  １総　務　費          400,205             0       400,205       △3,321         3,321

使用料及び手数料
      △3,321

( 1)総務管理費          400,205             0       400,205       △3,321         3,321

使用料及び手数料
      △3,321

  1)一般管理費          289,526             0       289,526       △3,321         3,321

使用料及び手数料
      △3,321

[ 2]公共下水道普及
    管理事業        56,013             0        56,013       △3,321         3,321

使用料及び手数料
      △3,321

[現年度分        
      △3,321]

歳　出　合　計     2,878,132             0     2,878,132       △3,321         3,321

使用料及び手数料
      △3,321
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議案第３２号 
 

   平成２４年度泉南市水道事業会計補正予算（第２号） 

 
（総則） 
第１条 平成２４年度泉南市の水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 
 （収益的支出） 
第２条 平成２４年度泉南市水道事業会計予算第３条に定めた収益的支出の予定額を次のとおり補正する。 
                        支     出 
                既決予定額         補正予定額         計 
第１款  水道事業費用  １，５２５，６７１千円    ５，５５０千円   １，５３１，２２１千円 
  第１項   営業費用  １，３９２，３４５千円    ５，５５０千円   １，３９７，８９５千円 
 
平成２５年２月２８日提出 

 
                               泉南市長 向 井 通 彦 
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平成２４年度泉南市水道事業会計補正予算説明書

収益的支出の補正

既決予定額補正予定額 計

1,525,671 5,550 1,531,221

1， 営 業 費 用 1,392,345 5,550 1,397,895

4， 総 係 費 77,738 5,550 83,288

36，退職手当負担金 17,771 5,550 23,321 5,550

1,525,671 5,550 1,531,221合　　　　　　　計

（単位：千円）

備　　　　考

退職手当負担金

款　　　　　項 目 節

B ， 水 道 事 業 費 用
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